
2022年度京カレッジ「選挙参加意識の市民力」 第一回授業

授業形式：対面・Zoom併用授業＋教材配信システム利用（第７回予定フィールド授業以外）

授業内容：京都市は長きにわたって京都市議会議員選挙後に京都市民の意識調査を実
施してきた。その調査結果は京都市民の政治意識を知ることのできる貴重な財産である。
そこから、市民は政治や行政についての自らの「考え方、感じ方、行動の仕方」、つまり、
研究領域ではCivic cultureと呼ばれる「民主主義の市民文化」の基盤となる政治意識を
具体的に考えることができる。この授業は、この京都市民意識調査データを素材に実践
的な知識を習得して、選挙への参加を通じての民主主義の市民力を検討する基礎となる
入門講座である。入門ではあるが、京都市が４年ごとに実施する選挙での調査の分析を
踏まえて刊行している報告書「京都市民の投票行動」を、その分析方法までをも視野に入
れて理解できることを目指す本格的な内容を含んでいる。そのような学習が、京都市民の
公共領域での地域力につながることを期待している。

授業スケジュール：第一回イントロダクション（基礎知識、データ）、第二回「行政サービスへ
の期待」、第三回「投票参加と政治・行政への意識」、第四回「議会や議員への見方」、第５
回「アンケート調査データの分析方法」、第６回「選挙広報と投票」、第７回フィールド授業
（京都市選挙管理委員会「選挙時啓発と常時啓発」）、第８回授業まとめ（受講生有志による
2019年選挙調査報告書「京都市民の投票行動」についての発表）
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政治意識とは、政治についての人々の
考え方、感じ方、行動の仕方である。
もっともよく議論されるのは、選挙での投
票行動についてであり、政治関心や政
党支持に加えて、政治不信や政治疎外
感、あるいは社会参加意識や脱物質主
義価値観などがある。そこでは、人々の
意識のような心理的な側面が、実際の
政治過程や政策過程で、どのような役割
を果たしうるかが注目される。

 基礎知識

 参考文献
村山皓 『政治意識の調査と分析』 晃洋書房、1998年。（概念、機能、構造、観察方法）
村山皓 『日本の民主政の文化的特徴』 晃洋書房、2003年。（入力不満型、出力不満型）
村山皓 『政策システムの公共性と政策文化』 有斐閣、2009年。（民主→公共パラダイム）
村山皓 「行政の民主主義と民主主義の進展」 立命館大学『政策科学』29巻1号、2021年。
ＮＨＫ放送文化研究所編 『現代日本人の意識構造』（第八版） ＮＨＫ出版、2015年。

村山皓 『政治意識の調査と分析』 晃洋書房、1998年、4頁。
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三種類の受講方法

配布資料

受講生・担当者間のコミュニケーションの方法

すべての授業について次の３種類のいずれも選択できます。
１．対面授業を希望するときは、授業時間にプラザの講義室に来てください。
２．Zoomでのオンラインを希望するときは、授業時間にリモートでZoomに参加してください。
このZoomは、この講義のリモートシステムを担っている大学研究者シンクタンクの有限会社シンクメイトリサーチのものを使って
います。

３．授業時間内に授業参加できない受講生は、シンクメイトリサーチが提供する教養講座配信システムにアクセスして、各回の
授業内容とクイズからいつでも学ぶことができます。そこへはシンクメイトリサーチのトップページ（グーグルなどで検索）の教材
配信サービスをクリックして、京カレッジ講座「選挙参加意識の市民力」京都府立大学地域連携・生涯教育提供にアクセスしてく
ださい。今は非公開でアクセスできませんが、今月２７日には、受講生はアクセス可能になります。

この３の教材配信サービスは、１と２の受講生も利用できるものであり、予習や復習に使って授業への理解に役立ててください。

メールを利用します。担当者アドレス gairyu2022@gmail.com

・2019年選挙調査報告書「京都市民の投票行動」の III 調査結果 PDFフィルを教材配信から入手

・上記調査の質問票 PDFフィルを教材配信から入手



「選挙参加意識」の「市民力」

・選挙参加意識や選挙意識はあまり見かけない言葉
・日本の政治意識にあたる英語はない。政治意識の高い低いの議論は適当ではなかろう。

（Political attitude, Political culture, Political opinion, Political consciousness）

・市民力はまちづくりなどで使われることが多いが、ここでは、民主主義との関係で捉える。
・民主政での市民力は、人々の思いが政治行政に反映することと、ここでは捉える。

・政治への人々の影響の可能性にはいろいろある。
政治参加には、選挙・投票（慣習的政治参加）、デモなど（非慣習的政治参加）がある。
世論（様々な世論調査の結果、新聞の世論調査など）
意識調査（NHK放送文化研究所「日本人の意識」調査など、様々な選挙時調査など）

基本的な論点
「人々の態度が反映している政治が、
よい政治なのか」

朝日新聞2022年5月23日



人々の政治意識がどのように違うのかをサーベイデータから知る

「投票所は行きやすいところにあったか」の変数と「当日投票に行ったか」の質問のクロス表分析

投票所は行きやすい場所だった 投票所は行きにくい場所だった その他・無回答 総計

投票に行った 当日投票した 58% 21% 27% 53%

期日前投票した 12% 20% 15% 13%

不在者投票した 1% 2% 4% 1%

白票を投票した 0% 0% 0% 0%

投票に行かなかった 投票に行かなかった 27% 51% 46% 30%

忘れた・覚えていない 忘れた・覚えていない 1% 3% 4% 2%

その他・無回答 その他・無回答 0% 0% 0% 0%

総計 100% 100% 100% 100%

令和元年5～6月

〇

〇

〇



データを分析すると
•京都市民の6割は投票に行くのが面倒と感じている

（問７のク 頻度分析）

•この傾向は３０代を底にして年齢が上がるほど強くなる

（問７のクと年齢層とのクロス表分析の結果からのグラフ）
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図９ 選挙での投票参加への見方
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図１０ 投票義務感
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図１１ 選挙の機能

投票した

投票しなかった

（参考）

2019年京都市民の政治意識調査の分析例 問１５、問１６、問２１

【相関関係に注目】



意識調査データ（アンケート調査） 第一回授業に向けての予習と復習のために

京都市民の政治意識調査 平成31年（2019年）統一選挙後調査（令和元年）

報告書「京都市民の投票行動」の III 調査結果 （PDFフィル
を教材配信から入手）
・第一回授業のために図１と図２およびその説明を参照
・第二回授業のために図１６と図１７およびその説明を参照

2019年の京都市民の政治意識調査の質問票（PDFフィルを
教材配信から入手）

・第一回授業のクイズに答えることで、質問票について考え
てみる
・自分の興味のある質問を一つ選んでみる

分析のための調査結果のデータは、エクセルの行が被質問
者（サンプル）で列が変数（質問文から作成）の縦×横のマト
リックスになっている

サンプル Q1.1_7 Q1.1_9 F1：性別
1 1 0 2
2 0 0 2
3 1 0 2
4 0 0 2
5 0 0 1
6 0 0 2
7 0 0 1
8 0 0 2
9 0 0 2
10 0 0 2
11 0 1 1
12 0 0 1
13 0 0 1
14 0 1 2
15 1 1 1
16 0 0 1

（データマトリックスの例）



2022年度京カレッジ「選挙参加意識の市民力」 第二回授業
「行政サービスへの期待」

2019年選挙調査報告書「京都市民の投票行動」の「５ 政策争点についての京都市民の
意識と投票参加 （１）行政サービスへの期待と投票参加」を熟読すること
（ポイント）
・政策実施に自らの投票がつながるとの意識が醸成されれば投票率向上につながる
（人々と政治行政の関係、政治的有効性感覚、政府決定応答感）
・地方政府の行政サービスへの期待を聞く質問から、人々と政治行政の関係を観察（複
数回答形式の質問で、施策への期待と投票参加との相関関係を分析）
・施策への期待者の投票傾向の相関をパーセント差から知る（逆の相関を示す施策につ
いてその理由を考えてみる）。また、性別や年齢（デモグラフィ、人口統計学上の要因）で
の違いに注目する（報告書のクロス集計表、ここでは省略）
・３１年調査と２７年調査の比較（図１７）から、そこでの違いを考えてみる。また、図１６の
時系列比較が示す特徴に注目する。

投票参加には性別差と年齢差がある（報告書「１ 選挙での投票 （１）投票参加と投票方
向」を熟読すること）。そこから民主政での政策形成・実施へのどのよう影響が考えられるか。
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(12)公園や都市などの緑化施策

(11)火災や震災などの防災施策

(10)景気・雇用対策や産業振興などの経済施策

(9)観光や伝統産業の育成などの地域活性化施策

(8)自然や街並みなどの景観保全施策

(7)文化・スポーツ施設，文化財保護などの文化施策

(6)病院や保健所などの医療施策

(5)保育園や老人ホームなどの社会福祉施策

(4)学校や幼稚園などの教育施策

(3)ゴミや公害などの環境施策

(2)地下鉄やバスなどの交通施策

(1)道路や河川整備などの土木施策

％

図１ 今後力を入れてほしい行政サービス (問１. ア）

投票した

投票しなかった

「人は選挙でどのように投票するのか」

実際に高齢者の投票率が高い以上、高齢
者の意見が政治に反映される可能性が高
いと言われている（政策形成と民主主義
の関係はそう単純でないかもしれない）

（投票した人で～に期待する人、投票しなかった人で～に期待する人の割合）

選挙や投票（民主主義）が我々の暮らし（政策）にどう関わるのか。
投票率が低下することの不都合は何か。

注）京都市議会議員選挙の調査データは、調査主体が京
都市選挙管理委員会、京都市明るい選挙推進協議会の
京都市民の政治意識研究部会である。昭和４４年以来各
種レベルでの選挙調査を続けているなかで、４年ごとの
統一地方選挙で実施されている。これは京都市の行政に
ついて「次にあげる行政サービスのうち，あなたが今後力
を入れてほしいとお感じになっているものはどれでしょう
か」（複数回答形式）と投票参加のクロス分析である。

選挙による政策変更を期待するのは
所得水準が中位の人（貧困層は組織
的行動の余裕がなく、富裕層は社会
政策に依存する必要がない）

男性のほうが選挙に行く

教育程度が高いほうが
選挙に行く

（投票率低下は選挙民主主義の前提の揺らぎ？）



年齢層によって投票参加の割合に違いがあるのは、社会との関わり方による政治や選挙への意識の違

いを考えれば、そのこと自体が問題とは言えない。しかし、選挙結果に年齢層の違いが大きく影響す

るなら、選ばれた議員たちによる政策の形成に高齢者層の好みがより反映される可能性がある。高齢

者層以外の年齢層での投票参加を促す方策が議論されるのはそのためである。特に、若い人の投票率
の向上への関心は高く、選挙権年齢の１８歳以上への引き下げもその流れの一環と言える。

図２ 投票参加の年齢差の27年と31年の比較
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図１ 投票参加の性別差の27年と31年の比較
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防災施策に期待する人々の属性（京都市民意識調査） 阪神・淡路大震災後と東日本大震災後の年齢層の比較



期待度は１２の行政サービスのいくつに期待
するかで尺度を作っている。

一つも期待しない「期待なし」から１２サー
ビスすべてに期待する「期待度大の５」まで
の６段階に分けている。投票した人では期待
度が増すほど投票する傾向がはっきりとわか
る。投票しなかった人については期待度３ま
では投票しない傾向が投票する傾向を上回る
が、期待度４以上になると逆転するのは興味
深い。期待度がかなり大きい人では、期待を
持って投票に行く人と投票には行かずに期待
する傾向の人の両者があるようだ。施策への
期待度と投票参加の関係（相関係数0.171）
を、さらに性別、年齢層別で見ると、統計上
関係が確認できるのは、性別では男性0.151、
女性0.142、年齢層では壮年者層0.297であり、

性別と年齢層を合わせて分析すると壮年者層
男性0.368、壮年者層女性0.283で行政サービ

スへの期待の程度が大きくなるほど投票に行
く傾向が確認できる

（図１９）



【公共空間参画観】
・代表決定参画観（質問）国の議会および地方の議会の働き
についてはいろいろの考え方があります。次にあげた意見に
ついて、あなた自身の意見に比較的近いものはどれですか。
国の議会と地方の議会のそれぞれについて、同意できるもの
を、すべてあげてください。（項目）国の議会および地方の
議会は「われわれの代わりに政策を決定する」 （尺度 国の
議会について＋地方の議会についての計算で、2 点が1 で
190 人、その他）
・代理協働参画観（質問）京都市は平成15 年の京都市市民
参加推進条例の制定や京都市市民参加推進計画の策定などに
より、「信頼とパートナーシップの市政」を基本方針に掲げ、
市政への積極的な市民参加の取組を今日まで進めてきていま
す。次のそれぞれの意見について、あなたは賛成ですか。そ
れとも反対ですか。自分の意見に近いものをあげてください。
（項目）市民は，市政に関する情報並びに政策の形成、実施
及び評価の一連の過程における参加の機会を活用することに
より、積極的に市政に参加するよう努める責務を負う。1．
非常に賛成 2．賛成 3．どちらともいえない 4．反対 5．
非常に反対 （尺度 1 の24 人＋ 2 の166 人で190 人、その他）

・市民決定参画観（質問）国や地域の重要な問題について住
民が直接に投票する「住民投票（国民投票）」がありますが，
あなたは次のそれぞれの意見をどう思いますか。自分の意見
に近いものをあげてください。（項目）住民が提案する法律
案が住民投票で賛成を得たら，そのまま法律にして問題を解
決するのがよいと思う。1．非常にそう思う 2．少しそう思
う 3．どちらでもない 4．さほどそう思わない 5．まっ
たくそう思わない。（尺度 1 の47 人＋ 2 の136 人で183 人、
その他）

村山皓「政策への託し方―行政の民主主義―」、立命館大学政策科学
会『政策科学』第2８巻1 号、2020 年11月

（政治に託す）

（行政に託す）

（人々に託す）

（パス解析）
（因果関係）

（京都市民政治意識調査データ）
・行政サービス期待度は、12種類の施策への期待のカウント変数



投票率の低下の状況 （代議制の選挙を通じての参加民主主義の弱体化かもしれない）

国政選挙の年代別投票率は、平成29年10月に行われた第48回衆議院議員総選挙では、10歳
代が40.49％、20歳代が33.85％、30歳代が44.75％となっています。（全年代を通じた投票率は
53.68％）令和元年7月に行われた第25回参議院議員通常選挙では、10歳代が32.28％、20歳代
が30.95％、30歳代が38.76％となっています。（全年代を通じた投票率は48.80％） このように、
若年層全体としては、投票率はいずれの選挙でも他の年代と比べて、低い水準にとどまってい
ることから、総務省では、特に若年層への選挙啓発や主権者教育に取り組むこととしています。

（総務省）

（明推協）

＊

＊



「選挙（投票参加）に何を期待する（求める）のか」

＊ 誰が何を期待するのかについての一つの見方

・ 政治（議会）が期待する権力の正統性の確保

・ 行政（執行府）が期待する政策実施への了解の基盤

・ 人々が期待する自由・民主主義の政治意識（政治行政への考え方、感じ方、行動の仕方）の発露（表現）

動員と反多元主義
人々の政治意識を動かしやすい道具： 経済（失業、格差）、外交（ナショナリズム）、腐敗（反エリート）

注目すべき点

「政治に関心のある人が選挙に行く」

投票義務感は年齢の高い人に多く、投票は権利にすぎず義務で
はないは若い人に多い。また、別の質問で「たくさんの人が投票す
るのだから，私一人ぐらい棄権してもよい」が若い人に多く、若い人
が「民主主義での投票に積極的な見方をしない」のかもしれない。

2019年調査 問１４、問１６
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図１１ 選挙の機能

投票した

投票しなかった

（参考）

2019年調査 問１５、問２１

問 21 選挙の働きについてはいろいろの考え方があります。次にあげた意見について，あなた自身の意見

に比較的近いものはどれですか。同意できるものをすべてあげてください。（○印はいくつでも）

1 社会におけるさまざまな階層やグループの意見の違いを選挙によって明らかにできる

2 政府関係者はわれわれが選挙によって選んだ人たちであるという実感がある

3 われわれは，選挙によって社会や政治の重要な問題について決定を下すことができる

4 国民の政治への参加は，一人一人が選挙することによって実現されている



京都市民の投票行動 2019年調査の集計表



投票行動における投票参加と投票方向

（三重クロス表分析の結果）

独立変数（原因変数） → 従属変数（結果変数）
↑

媒介変数（コントロール変数） ：上記の関係を左右するもの



選挙は政治システムのフィードバック （政治体系の入出力とフィードバックの政治過程）

一般的な感覚： 投票率の低下は民主主義にとってなんとなくよくない気がするのはなぜ？

人々からの支持や要求がうまく入力
されなければ、民主政のシステムが
うまく機能しないかもしれない

民主主義のもともとの意味は「人民による統治」である。具体的には、民主主義とは、「候
補者らが選挙によって、獲得した主導権のもとで政治的決定を行うことを可能にする制度
的な取り決め」と定義できる（シュンペーター、エリート民主主義の定義であるが、民主主
義と非民主主義を分ける境界線を競合的な選挙の有無で明確にする利点がある）

政府の権力はある程度強くなければ
効果的な統治ができないし、強すぎ
ると市民による政府のコントロール
ができなくなる（マジソン・ジレンマ）

民主化は全体主義（権威主義）体制から民主主義体制への移行（ハンティントンの第三の波）
全体主義体制の主な要素：一元的支配、公式なイデオロギーの存在、積極的動員（リンス）



（私見） 民主政での人々と政治行政の関係における政治と行政の区別に注目 （次回の「投票参加と政治・行政への意識」へ）

段階モデルの政策過程
（ラスウェルの政策過程の構成段階を参考に、人々の関与のフィードバックを加味した村山のモデル）



主題 「選挙の投票率の低下は何を意味しているのか」

（基本疑問）
①選挙の投票率が低下することの不都合は何か (What)
②代議制民主主義の選挙の投票率が低下するのは何故か (Why)
③投票率低下の不都合をどのように回避できるのか (How)

（疑問への解答）

Ａ．選挙（参加）民主主義の弱体化（選挙参加の投票率の低下）から
Ｂ．投票（評価）民主主義の多様化（評価投票の関与率の向上）へ

（考え方）

・選挙（投票）は国家・市民（国民、住民）関係の表象（シンボル）としての民主主義（民主政）の基盤
・投票率の低下を現実の表れと受け止めたうえで、もし人々にとって不都合があれば、不都合をなくす方策を
考えればよい（人々の幸福、人間の尊厳、個人の自由の政策価値を阻害する阻害する不都合に対して）

（授業での課題） 「日本で役立つ民主政のフィードバックの制度化をどのようにすればよいのか」
洗練された政治意識の市民力に向けて不都合をなくす方策を知る材料として選挙時の意識調査の必要性

民主主義と政治意識の洗練



2022年度京カレッジ「選挙参加意識の市民力」 第三回授業
「投票参加と政治・行政への意識」

（授業の方法）
・これまでの授業：広範囲の授
業内容への視野のため、全体
像と用語の提供の一方的講義
・これからの授業：いくつかの事
柄の理解を深めるため、改め
て詳細な説明とディスカッション

（授業の目標）
・ミニマム：2019年報告書の該
当部分の説明を、できるだけ理
解できるようになる
・マキシマム：データ分析の知
見を踏まえて、民主政の市民
力の洗練について議論できる

（授業の構成） 政治意識の構造と選挙参加のパス図
投票参加（投票するか否か）

デモグラフィー（性別、年齢層）第１回授業

代表選挙観

公民協働観

直接参加観

距離感４回 関与意欲３回 施策期待２回 制度化（託し方）１・２回 ＊ 代表選挙観が代表者
選出選挙を通じての慣習
的政治参加での投票行動
の心理的側面



デモグラフィーと投票参加（報告書図１、図２）

（授業の構成）

性別（独立変数）→投票参加（従属変数）

性別・年齢層によって投票参加に違いがある（多様と流動）

年齢層（独立変数）→投票参加（従属変数）

分析のためのパスダイアグラム

（分析結果の知見）

・％差0.4（27年）、5.4（31年）で女性より男性の投票傾向 ・他の年齢層より高齢者層の投票傾向

・27年と比較して、31年には、性別差が大きくなったが、年齢層差は小さくなったようだ

（ディスカッション）

このようにデモグラフィーによって投票参加に違いがあるのはよくないのか？
（すべてが50％になるのが洗練された市民参加力の選挙参加意識か？）



施策期待２回

分析のためのパスダイアグラム 行政サービスへの期待度→投票参加
第二回授業での授業での分析の詳細な説明

代表選挙観

（分析結果の知見）

・投票した人では期待度が

増すほど投票する傾向

・性別と年齢層を合わせて

分析すると壮年者層男性

0.368、壮年者層女性0.283

で行政サービスへの期待の

程度が大きくなるほど投票

に行く傾向

（ディスカッション）
・行政サービスへの期待度が高い人ほど投票する選挙参加意識の市民
力はよいことなのか？
・期待度３までは投票しない傾向が投票する傾向を上回るが、期待度４
以上になると逆転するのは当然のことか？（施策ごとの分析結果の知見）

・投票しなかった人がより期待するかもしれない行政施策として(12)公園や都市などの緑化施策や(4)学校や
幼稚園などの教育施策もあるが、、(3)ゴミや公害などの環境施策への期待と投票参加との関係（相関係数
0.157）と(9)観光や伝統産業の育成などの地域活性化施策への期待と投票参加との関係（0.181）でのパーセ
ントの差が大きく期待者が投票する傾向が目立つ。
・性別と年齢層を考慮して投票参加との関係を見ると、壮年者層の女性での施策への期待が投票参加に結
びつきがあり、また若年層男性で結びつきやすい行政サービスもあり、それらの施策での選挙との関係がよ
り明らかになれば、そのような投票参加の傾向がさらに進むかもしれない。

（ディスカッション） 期待する施策によって異なる選挙参加意識の市民力はよいことなのか？



第二回授業での行政サービスの期待度のパス解析の詳細

（分析結果の知見）

（ディスカッション）

・ 距離感から託し方への直接のパスにおいて、政府決定応答感につ
いては代理決定参画観へが0.183と高く、代理協働参画観へも0.132と
影響がある。しかし、市民決定参画観へのパスは認められない。一方、
政治的有効性感については、市民決定参画観へのパス0.105のみある。

・ 距離感から託し方への間接のパスにおいて、政府決定応答感につ
いてはなく、政治的有効性感からは複数のパスが確認できる。そこで
は、政治行政への関与意欲と行政サービス期待度の意識を媒介変数
として、参画観の意識に影響している。
有効性感覚があると行政関与意欲が加われば、代表決定参画につ

ながるし、さらに行政サービス期待度を経由してもつながる。また、有
効性感覚が行政サービスの期待を直接に経由して代表決定参画観に
つながる。
有効性感覚が代理協働参画観を左右するのは、行政関与意欲を経

由する0.261と政治関与意欲を経由する0.116の両者が確認できる。

・ 人々と政治行政での行政サービス政策（施策への期待）を通しての
人々の託し方（関与の制度）への意識について、ここみられる民主政の
市民力のどこが洗練され、どこが洗練されていないと思うか？
（具体的には、どのパスがさらにあり、どのパスがない方がいいと思う
か？ あるいは、どのパスの影響力がより強ければいいと思うか、より
弱ければいいと思うか？



第三回授業での関与の意欲の詳細

関与意欲３回

分析のためのパスダイアグラム

政治と行政への関与の意欲（気持ち・行動）→投票参加

（図１０）関与の気持ちと行動を
政治と行政に分けてみることで
投票率向上の方策を検討でき
る。年齢層や性別を踏まえると
さらに詳細を知ることができる。

代表決定参画観が
政治、代理協働参画
観を行政に関わる意
識と見て、パス図か
ら政治と行政への意
欲を分けることで、
政治への関心だけ
よりもさらに理解を
進められる。

2019年選挙調査報告書「京都
市民の投票行動」の「３ 政治
と行政への関心や関与や不信
の意識と投票参加 （２）」を熟
読すること（相関係数の違いに
も注目）

報告書図９

報告書図１０

（ディスカッション）
・政治への関心が投票参加につながるとの知見に加えて、政治
への関与の意欲（気持ちと行動）にさらに注目することで、どのよ
うな新たな知見がえられるか？
・さらに、政治への関与の意欲に加えて、行政への関与の意欲
についての分析は、市民力の洗練とそれへの制度化にどのよう
な視点をもたらすのか？

政治と行政のいずれへの関与
の気持ちと行動のどちらにおい
ても、関わっていきたいと思う人
ほど選挙の投票に参加する傾
向がある。



政治と行政への意識を区別する分析の意義
（研究枠組み）

人々と政治行政の関係（村山の区別）

選挙は政治システムの（慣習的な）フィードバック
（政治体系の入出力とフィードバックの政治過程）

段階モデルの政策過程
（ラスウェルの政策過程の構成段階を参考に、人々の関与のフィード
バックを加味した村山のモデル）



2022年度京カレッジ「選挙参加意識の市民力」 第四回授業
「議会や議員への見方」 ＆ 「政治行政への距離感」

2019年選挙調査報告書「京都市民の投票行動」の「４ 議員や議会への見方と議会や行政
との新たな関係（１）（２）」を熟読すること。加えて、「３ 政治と行政への関心や関与や不信
の意識と投票参加（３）政治との距離感や政治行政への信頼感と投票参加」を熟読すること。
（ポイント）
（１）議員や議会への役割への見方（図１３）
・市民が期待できるような議員活動が投票参加を促す。
（２）議会や行政と京都市民の新たな関係（図１４、図１５）
・住民投票に意見を持っている人の投票参加傾向
・行政との協働に肯定的な市民の投票参加傾向
（３）距離感や信頼感（図１１、図１２）
・疎外感のような政治との市民の距離感の様々な側面

（ディスカッション）
・議会や行政と市民のどんな新たな関係が可能か？
・政府への市民のどのような距離感の変化が投票率
の向上につながる可能性があるか？

距離感４回
図１１

制度化（託し方）１・２回

代表選挙観
（問２２項目２）

第五回へ

公民協働観
図１５

直接参加観
図１４

（授業の構成）

（ヒント：政治的有効感、政策指向）



（１）議員や議会への役割への見方（図１３）

市会議員の役割として何を望むかの問４についてみると，59.1％（66.3％）の人が「地元のめんどうをこまめにみる」ことを望んでおり，
次に「高い立場から市の将来のことを考える」の48.7％（48.8％），「対立する意見や利害を調整する」の37.0％（36.5％），「市役所の
仕事ぶりを監視する」の34.7％（42.6％）と続く。平成２７年に比べて平成３１年では，以前から最も期待が続いてきた「地元のめんどう
をこまめにみる」（平成２３年調査58.3％と平成１９年調査50.7％でも一番期待されている）が，前回の大きな期待からは減少し，「市
役所の仕事ぶりを監視する」（平成２３年調査43.7％。平成１９年調査45.3％）もかなり減少した。

そのような市会議員の役割への市民の期待の有無が投票参加にどのように影響するかを，平成３１年調査の結果で示したのが図１３
である。これに関して有意な相関係数が確認できるのは，利害の調整の役割で0.139（壮年者層0.191，高齢者層0.194，女性0.178，壮
年者層女性0.256，高齢者層女性0.195）であり，高い立場から考える役割で0.156（高齢者層0.171，男性0.177，高齢者層男性0.250）で
ある。括弧内の各カテゴリーでの相関係数を見ると，利害の調整の役割に期待する女性が投票に行く傾向や，高い立場からの役割に
期待する高齢者が投票に行く傾向があるのが注目される。これらの傾向に沿って選挙広報の対象を考える方策が投票率の向上につ

ながるが，いずれの項目においても市民が市会議員に期待できるような議員活動が市民の投票参加を促すだろう。

イ．特に重要
（○印は1つ）

ア．重要

（○印はいくつでも）

111．市役所の仕事ぶりを監視する

222．地元のめんどうをこまめにみる

333．対立する意見や利害を調整する

444．支持団体（地域や団体など）の利益を代表する

555．高い立場から市の将来のことを考える

666．その他（ ）

777．とくに期待するものはない

問4 あなたは市会議員に対して，どのような役割を望まれますか。
ア．次の中から重要だと思われるものを選んでください。（○印はいくつでも）

イ．その中でも特に重要だと思われるものを１つだけ選んで，○印を付けてくだ
さい。（○印は1つ）

（ディスカッション）
分析結果から投票率の向上のどのような方策が考えられるか？



（２）議会や行政と京都市民の新たな関係（図１４、図１５）

地方行政の争点についての住民投票をも視野に置きながら，選挙での投票行動を検討することからも，地方選挙の投票率の向上への
方策を考える手がかりが得られるかもしれない。代表者を選ぶ選挙の投票を通じて間接的に政策形成に関わる代議制での政治への
関与と，行政の政策実施に直接に影響するような住民投票を通じての行政への関与が，市民と政治行政の関係については考えられる。
しかし，市民はそれらを並存する制度であると意識しているわけではない。それは直接民主制が間接民主制の補完であると考えがちな
ことによる。もし今日の投票率の低下と政府への不信が同時進行する状況から脱出できるなら，人々の議会や行政との新たな関係とし
て住民投票は一考に値する。代表者選出の選挙投票と政策争点への住民（国民）投票が，人々が政治行政に関与できる二種類のも
のとして使い分けることが，翻って議員選出の選挙での投票参加の意義に改めて気づいて投票率の向上につながるかもしれない。直
接民主制がよりよい結果への保障にもならないし，直接民主制の投票が人々の投票参加を常に増すわけでもない。しかし，間接と直接
の両制度を時として柔軟に使い分けて，投票参加が魅力的になるような京都市民と政治行政との関係も想像できなくもない。

投票率の向上には選挙時の具体的な啓発活動に加えて，代表者の選出選挙とは別の政治行政への人々の関与の動きをも視野におく必
要がある。協働の市民参加は，議会の政策形成や行政の政策実施での人々の関与の今後への新たな動きとなるだろうし，住民投票とと

もに，地域での人々と政治行政の関係を深める方策が求められる。その具体的な契機となるのは地域での政策争点であるかもしれない。

いずれの年度の行
政との協働への意
見と市民参加の関
係についても，４項
目のすべてにおいて，
協働に肯定的な見
方の人が投票参加
する傾向がある。



（３）距離感や信頼感（図１１、図１２）

政治的有効性感覚の増加が投票参加の向上につながる可能

性がある。

なぜなら、３１年調査において、分析結果の「国民が発言できる

ことは沢山ある」 での投票した人のうち有効性感ありの人が４

２％、投票しなかった人のうち有効性感ありの人が２５．４％で、

その％差は１６．６と他と比べて大きい 。２７年調査において

も％差は１３．６と他と比べて大きい。政治疎外感の中で自らの

有効性感覚の増大による投票参加への影響が期待できる。

有効性感覚の低下が止まる

ＮＨＫ放送文化研究所編 『現代日本人の意識構造』（第
八版） ＮＨＫ出版、2015年。日本人の意識・40年軌跡

（ディスカッション） 距離感はどのように多様化か？ ヒント： 政府不信は参加に関わる認知よりも方向に関わる感情か



各国の民主政（政治行政と人々の関係）は様々（収束ではなく拡散）
選挙参加の投票率の低下（選挙民主主義の弱体化）

（民主政のシステムの入力の変化）
評価投票の関与率の向上（投票民主主義の多様化）

信頼と民主主義のパラドックス
非民主的組織により信頼あり

権力とは、多くの場合、何かを
強要する能力を意味する

日本、韓国、台湾の東北アジ
アの民主体制グループの様々
な組織への信頼度が低く、他
方、第三の波グループの民主
的組織への信頼度は高い

比較文化研究アプローチ



政治の民主主義と行政の民主主義 （民主政は人々の思いの政治行政への反映）

政治の民主主義： 政権交代に関わる民主政の選挙と市民力（その関与の洗練とは？）

間接代表への関与（選挙）での市民力の洗練 → 政治に託する市民力

その他大勢の市民による政策選択の市民力の洗練
： 政策選択への圧力（政党も含む団体）による政権交代（暴力よりも代表選挙を通じてが洗練）

行政の民主主義： 政策実施に関わる民主政の選挙と市民力（その関与の洗練とは？）

公民協働への関与（市民参加）での市民力の洗練 → 行政に託する市民力

その他大勢の市民による政策評価の市民力の洗練
： 政策選実施への参画による政策実施への影響（積極的市民参加を通じてが洗練、ソーシャルキャピタル）

人々の民主主義： 政策形成に関わる民主政の「投票」と市民力（その関与の洗練とは？）

直接投票への関与（住民投票、国民投票、リコール）での市民力の洗練 → 人々に託する市民力

その他大勢の市民による政策判断の市民力の洗練
： 政策決定への直接の投票行動による政策判断への影響（直接民主制を通じての洗練）

「選挙（投票参加）に何を期待する（求める）のか」

＊ 誰が何を期待するのかについての一つの見方

・ 政治（議会）が期待する権力の正統性の確保

・ 行政（執行府）が期待する政策実施への了解の基盤

・ 人々が期待する自由・民主主義の政治意識（政治行政への考え方、感じ方、行動の仕方）の発露（表現）

（ディスカッション）
それぞれでの市民力の洗練とそのため

の制度化の可能性はどこにあるのか？

民主政での人々の関与の規模
その他大勢（第二回で少し説明）



アメリカの慣習的政治参加（選挙登録、住民投票の手続き）

郵便投票

以前のサンフランシスコの選挙の事前登録の例

投票場所

支持政党記載



住民投票選挙公報

（注）直接発案住民投票（イニシアチブ）は、議会を経るこ
となく投票結果によって条例が制定され施策が実施される

以前のサンフランシスコの住民投票の例



提案Ｃ：増税することなく、耐震住宅リフォームの支援
・サンフランシスコ市の住民投票（2016年8月8日）
・政治家や有力紙クロニクルの賛成意見



提案Ｖ：大型ボトルへの
物品課税（肥満対策）
・賛成広告と反対広告

（参考 住民投票への意識のパス解析）
1999年（破線）と2015年（実践）を比較するパス図（若壮年-59歳

高齢者60-）（京都市民政治意識調査データ）

（ディスカッション）
・議員選出選挙と住民投票（イニシアチブ）が併存するような、政治行政への人々の関与
の制度化によって、人々と政治行政の距離感はどのように変わる可能性があるか？

（再確認）直接発案住民投票（イニシアチブ）は、議会を経る
ことなく投票結果によって条例が制定され施策が実施される



（参考 政治文化論アプローチ）

・脱物資主義価値観とエリー
ト対抗型政治政治参加
・ソーシャルキャピタルと市
民的積極参加
・混合型市民文化（シビック
カルチャー）

システムレベルの結果のところを確認して、

今日の状況を検討してみる。４は異なるが、
１、２、３は言えるかもしれない。

加えて、今日ではシステムレベルの変化で
の「情報革命」への視点が重要だろう。

人々の意識（考え方、感じ方、行動の仕方）と民主主義の洗練

（ディスカッション）
今日では、以前よりエリートに挑戦
する政治意識は少ないのか？

（脱物質主義的価値観：生存欲求より自己実現欲求を優先）



市民的積極参加と政治参加（社会関係資本） ロバート・パットナム、河田潤一訳『哲学する民主主義ー伝

統と改革の市民的構造』（Making Democracy Work: Civic Traditions in Modern Italy）、NTT出版、2001年

社会関係資本の基盤： 信頼、互酬性



政治システム（人々と政治行政の関係）市民文化の政治意識 Ｇ．アーモンド＆Ｓ．ヴァーバ

五カ国における政治的
態度と民主主義
「イギリスおよびアメリ
カにおいては、安定的
な民主主義を支えてい
る政治的態度のパター
ンを示すことができる」
「ドイツ、イタリア、メキ
シコでは必ずしもそうで
はない」
「参加政治システムの
民主的形態には、制度
以上に、それに見合っ
た政治文化が必要」
（批判）
・民主主義の先進的な
国を想定。
・合理主義＝能動型の
政治行動モデルを想定
（本書の結論において
、能動性と受動性のサ
イクルの必要性をアー
モンドも指摘している）



2022年度京カレッジ「選挙参加意識の市民力」 第五回授業
「アンケート調査データの分析方法」

（ポイント）
（１）2019年京都市民の政治意識調査の概要
（２）質問票から変数の作成（変数の変換：値の再割り
当て、欠損値の処理、変数の計算）
（３二重クロス表分析、三重クロス表分析

（参考） 仮説、検証、モデル

サンプル Q1.1_7 Q1.1_9 F1：性別
1 1 0 2
2 0 0 2
3 1 0 2
4 0 0 2
5 0 0 1
6 0 0 2
7 0 0 1
8 0 0 2
9 0 0 2
10 0 0 2
11 0 1 1
12 0 0 1
13 0 0 1
14 0 1 2
15 1 1 1
16 0 0 1

（データマトリックスの例）
分析のための調査結果のデータは、エクセルの行
が被質問者（サンプル）で列が変数（質問文から
作成）の縦×横のデータマトリックスになっている

独立変数（原因変数 A ） → 従属変数（結果変数 B）
↑

媒介変数（コントロール変数 C） ：上記の関係を左右するもの

（分析モデル：パス・ダイアグラム） B by A by C

（検証：） Q1.1.9 By Q1.1.7 By F1

（仮説：検証の対象） 例えば AがBに影響する

三重クロス表分析

二重クロス表分析

Q1.1.9 By Q1.1.7 By F1

Q1.1.7 By F1 Q1.1.9 By F1

（データ分析）
・分析ソフトSPSS
を利用
・エクセルのピ
ボットテーブルな
どを利用

（ディスカッション）
どの変数の分析モ
デルに興味がある
か？



（１）2019年京都市民の政治意識調査の概要







2019年報告書「京都市民の投票行動」の所在
＜京都府関係＞
・京都府議会事務局図書館 １冊
・京都府立京都学・歴彩館 １冊
・京都府立図書館 １冊
＜京都市関係＞
・情報公開コーナー 2冊
・市立図書館（市内20箇所） 各1冊
・ひとまち交流館（図書コーナー）1冊
・ウィングス京都 1冊

日本の選挙意識調査 レヴァイアサン・データバンク

木鐸社内 (有)エル・デー・ビー

1．日本人の政治意識と行動(JABISS)調査 CD-ROM 有 30000円
2．日本人の選挙行動(JESⅠ)調査 CD-ROM 有 30000円
3．明推協衆議院選挙後調査（1972,76，79，83，90，93）
19. 日本人の選挙行動時系列データJABISS・JES・JESⅡ 50000円
20. 明推協衆議院議員総選挙時系列データ1972-2000 50000円

Study Title/Investigator Released/Updated
1. American National Election Study: 2016 Pilot Study (ICPSR 36390)
American National Election Studies; Stanford University; University of Michigan 2016-03-16
2.American National Election Study, 2004: Panel Study (ICPSR 4293) University of Michigan. 
Center for Political Studies. American National Election Study 2006-08-08

ICPSR (Inter-university Consortium for Political and Social Research)
社会科学に関する調査の個票データを世界各国や国際組織から収集、保存し、学術目的での二
次分析のために提供するサービス。



（２）質問票から変数の作成（変数の変換：値の再割り当て、欠損値の処理、変数の計算）
問 8 あなたは，４月７日実施の市会議員選挙では投票されましたか。（○印は 1 つ）

1 当日投票した

2 期日前投票をした

3 不在者投票をした

  4 白票を投票した

  5 投票しなかった

6 忘れた・覚えていない

付問 1 （問 8 で「当日投票した」，「期日前投票をした」，「不在者投票をした」人だけお答えください。）

このたびの市会議員選挙では，政党を重くみて投票されましたか。それとも候補者を重くみて

投票されましたか。（同封の「候補者氏名一覧表」を参考にしてください。）（○印は 1 つ）

1 政党を重くみて                3  いちがいにいえない

2 候補者を重くみて       4 わからない

付問 2 （問 8 で「当日投票した」，「期日前投票をした」，「不在者投票をした」人だけお答えください。）

市会議員選挙で，あなたが投票された人は何党の人でしたか。さしつかえなければ，お教えくだ

さい。（同封の「候補者氏名一覧表」を参考にしてください。）（○印は 1 つ）

1 京都党        5 自由民主党      9 立憲民主党

2 幸福実現党       6 日本維新の会      10 無所属

  3 公明党       7 日本共産党       113 忘れた・覚えていない

  4 国民民主党       8 日本第一党     

問 9 へ付問へ

（ディスカッション）
投票した者とそうでない者をどのように分ければよいのか？

SAMPLENUMBERQ8 Q8.1 Q8.2 F1 F2

1.0 5 #NULL! #NULL! 2 43.0

2.0 5 #NULL! #NULL! 2 44.0
3.0 2 1 5 2 38.0

4.0 1 4 11 2 37.0

5.0 2 1 5 1 74.0
6.0 5 #NULL! #NULL! 2 40.0

7.0 5 #NULL! #NULL! 1 74.0

（SPSSによる変数の変換：値の再割り当て）



（３）二重クロス表、三重クロス表分析

問８

投票した 投票しなかった

３１年調査 女 49.7 50.3

男 65.1 34.9

２７年調査 女 49.8 57.1

男 50.2 42.9

（数値誤差の原因：その他の処理）



二重クロス表分析

仮説の検証
（エクセルのピボットテーブル

で可能）

• 左の項目（行）と上の項目（列）と関係があるかどうか
を分析することができる分析方法

（列が独立変数、行が従属変数の仮説の検証）

計
地域活性化施
策を重視する

地域活性化施策
を重視しない

45274378文化施策を
重視しない

1509456文化施策を
重視する

602168434計

左
：
①
文
化
施
策
を
重
視
す
る

上：地域活性化施策を重視する

投票参加で重視する施策と社会活動参与の二重クロス表

 地域活性化施策を重視しない人ほど文化施策を重視しない
という関係がある。

地域活性化を重視しない×文化を重視しない人
→最も多い

 地域活性化施策を重視する人ほど文化施策を重視する

地域活性化施策を重視×文化施策を重視
→2番目に多い

（頻度の分布）



③縦で比較し、％差を算出する。例：％差：30%-63%=33%

④解釈：33%の差で地域活性化政策を重視する人ほど文化政策を重視する。33%の差で
地域活性化施策を重視しない人ほど文化施策を重視しない。
→地域活性化施策を重視するかどうかは文化施策を重視するかどうかに影響する。
→仮説が正しいといえる。

②
横
で
％
を
算
出
す
る

二重クロス表－仮説の検証（横％とパーセント差）

計地域活性化施策を重視する地域活性化施策を重視しない①クロス表の作成

452 (100%)74 (30%)378(70％)文化施策を重視しない

150 (100%)94 (63%)56 (37%)文化施策を重視する

602168434計

仮説：地域文化施策を重視するか否かが文化施策を重視するか否かに影響する。



期待値と相対的ズレの計算方法(例：2×2の二重クロス表)
• 期待値：左側の項目（従属変数）と上側の項目（独立変数）とで相関関係がない時の数値
• 相対的ズレ：各セルでの期待値と観測度数のズレにどの程度の凸凹（差÷期待値×100）があるかがわかる
• ズレの総和（各セルの二乗の合計のルート）が相関関係の強さを示す
• 相関係数はそのような相関の統計的な計算数値（尺度によって異なる係数）で、確率的な信頼度が有意水準

代表的な相関係数
ピアソンｒ（間隔尺度）
タウｂ、ｃ（順位尺度）
ラムダ（名義尺度）

（ディスカッション）
データ解析ソフトSPSSを用
いて、どのような変数につい
て相関係数を出してみたい
か？



（ディスカッション）
２０１９年の調査結果の分析から政治関心が投票参加を左右するとの仮説は正しいか？ （代議制民主主義と投票参加）

代表選挙観
（問２２項目２）

国の議会および地方の議会
は「われわれの代わりに政策
を決定する

（ディスカッション）
２０１９年の調査結果の分析から政治
関心が代表選挙観と結びついて投票
参加につながる可能性はあるのか？



（パスダイアグラム） 分析モデル：独立変数、従属変数、コントロール変数

行政サービス期待度 投票参加

議会の代理決定 行政サービス期待度

投票参加議会の代理決定

三重クロス表分析（統計解析ソフトSPSS）

問２２項目２のアとイの合成
尺度（SPSS出現数の計算）

上記合成尺度の「な
し」と「欠損値」を０に、
「少し」と「ある」を１
に変換（SPSS値の
再割り当て））

（分析結果）
コントロール変数の影響なし

（分析結果）
コントロール変数の影響あり



行政サービス期待度（２分割）

投票参加議会の代理決定

（知見）
行政サービス期待度（２分割）によって変わることなく、
議会の代理決定の認識が投票参加に影響する。



行政サービス期待度（３分割）

投票参加議会の代理決定

（知見）
行政サービス期待度（３分割）が中程度の人において
だけ、議会の代理決定の認識が投票参加に影響する。

（ディスカッション）
３分割の中程度の行政サービス期待者で、他と異なり、
議会の代理決定意識が投票参加への影響が確認で
きるのはなぜだろうか？



2022年度京カレッジ「選挙参加意識の市民力」 第六回授業
「選挙広報と投票」 ＆ 「政党重視と候補者重視」

2019年選挙調査報告書「」の「２ 選挙広報と選挙への見方（１）選挙時の投票参加の呼び
かけ図６、（２）選挙への投票義務感と選挙の機能についての見方図８」を熟読すること。加
えて、「１ 選挙での投票（１）投票参加と投票方向の図３、（２）投票に行きだれに投票する
かを決めるのに役立つもの図４と図５）を熟読すること。

（ディスカッション）認知と感情に分ける政治意識構
造は選挙参加意識の市民力の考察に重要か？

（ポイント）
（１）図６の投票参加の呼びかけ（広報）と投票参加、図４の接
した情報で投票に役立ったもの
・選挙時啓発として市民の印象に残った広報と役立った情報
（２）図５の役立った話し合い
・常時啓発にも関係する選挙の話題
（３）図３の投票参加での政党重視と候補者重視
・投票参加と投票方向の交差（青色矢印：意欲？）
（４）選挙の意義と機能、争点の意識を加えたモデル

ミシガンPIDモデル（社会化）The American Voter
Angus Campbell, Philip E. Converse, Warren E. Miller,
and Donald E. Stokes The University of Chicago Press, 1960

Here is the classic theoretical study of voting behavior, originally 
published in 1960. It is a standard reference in the field of 
electoral research, presenting formulations of the theoretical 
issues that have been the focus of scholarly publication. No 
single study matches the study of The American Voter.



一般的には投票に行く人に印象に残る呼びかけが

あると予想されるが、比較的に印象に残っている人

が多い呼びかけの中で、投票した人と投票しなかっ

たとの間で印象の残り方が異なるのが興味を引く。

２７年調査では、「選挙のお知らせはがき」、「市民し

んぶんの啓発記事」、「期日周知の看板」では投票

した人の方がより印象に残っており、「選挙管理委

員会のポスター」、「選挙啓発宣伝車」では多少では

あるが投票しなかった人の方に印象が見られたが、

これに対して、今回の３１年調査での印象に残った

投票参加との関係は、「選挙のお知らせはがき」
0.109、「市民しんぶんの啓発記事」0.150、「期日周

知の看板」0.156、「選挙管理委員会のポスター」

0.099でそれぞれの広報が印象に残ったと答える人

ほど投票に行く傾向が確認できる。「選挙啓発宣伝

車」についてはそのような関係が統計上は確認でき

ない。数は少ないが今回新たに統計上関係が確認
できるものに、「2．デジタルサイネージ（駅などに設

置された電子看板）」と「6．市役所前大型壁面シート

（高校生の黒板アート作品）」がある。



投票するかしないか、あるいはだれに投票するかしないか

を決めるのに役立った情報について見ることで、京都市民

の選挙での投票への考え方や感じ方や行動の仕方につい

て知ることができる。回答者が役立ったとあげたものは、以
下のようである。「選挙公報」の19.9％（27年調査21.2％）が

もっとも多く、次いで「掲示板に貼った候補者のポスター」が
15.9％（27年調査19.5％）、「街頭演説」が12.3％（27年調査

16.5％）、「新聞の選挙報道」が12.1％（27年調査14.0％）、

「政党のビラ・ポスター」が11.6％（27年調査10.4％）、「候補

者の新聞広告」9.8％（27年調査13.1％）、「テレビ・ラジオの

選挙報道」が7.8％（27年調査9.8％）、「個人演説会」が

7.5％（27年調査10.6％）と続き、31年度の質問で新たに加

わった「候補者のビラ」は6.3％である。「選挙公報」が最も役

立つ情報と思われているのは同じだが、「政党のビラ・ポス

ター」での増加以外はいずれも減少しており、図４は、その

ような役立つ情報が、有権者の投票参加にどのように結び
ついているかを示している。例えば、もっとも多くの19.9％の

人が役立つとした「選挙公報」では、投票した人の26.6％が

役立つと言い投票しなかった人の10.3％が役立つと言って

いる。そこからは、役立つと考える人ほど投票に行っている
のがわかる。

（ディスカッション）これは認知と感情構造の交差か？



先の図４の役立つ情報と投票参加の関係を、統計上確認できる相関
係数で見た結果は以下のようであった。役立つと考える人ほど投票に
行く傾向があるのは「個人演説会」（0.135）、「候補者の新聞広告」
（0.090）、「選挙公報」（0.279）、「候補者のはがき」（0.097）、「政党の
新聞広告」（0.098）、「政党のビラ・ポスター」（0.099）、「政党の機関
誌」（0.146）、「候補者・政党が開設するホームページ、ブログ、ＳＮＳ」
（0.139）である。さらに、性別と年齢層を一緒にして役立つ情報と投票

参加の関係をまとめて検討すると、「個人演説会」では高齢者層の女
性（0.175）で、「街頭演説」では若年層の男性（0.335）と壮年層の男性
（0.299）で、「選挙公報」では若年層の女性（0.334）と壮年層の男性
（0.277）と壮年層の女性（0.356）と高齢者層の女性（0.247）で、「候補
者のはがき」では高齢者層の女（0.219）で、「政党のビラ・ポスター」で
は若年者層の女性（0.334）で、「政党の機関誌」では高齢者層の男性
（0.152）で、「候補者・政党が開設するホームページ、ブログ、ＳＮＳ」で
は高齢者層の男性（0.116）で関係がある。それらから様々な興味深い
特徴がわかる。

例えば、旧来から議論されてきた「役立つ話し合い」は図５の状況であ
り、今後に向けて注目される「候補者・政党が開設するホームページ、
ブログ、ＳＮＳ」は今は役立つとする人の数は少ない。しかし、「候補
者・政党が開設するホームページ、ブログ、ＳＮＳ」では男性（0.127）、
女性（0.125）で関係が確認でき、若年者層（0.209）と高齢者層（0.102）
で関係が確認でき、それらを合わせて見ると高齢者層の男性（0.116）
で関係が特徴としてわかり、これらは今後の選挙情報の提供を考える
資料となる。
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(7)インターネット上の知り合いとの話し合い・

すすめ

(6)上役や有力者，その他義理のある人との話し

合い・すすめ

(5)親戚との話し合い・すすめ

(4)友人知人との話し合い・すすめ

(3)職場での話し合い・すすめ

(2)近所の人との話し合い・すすめ

(1)家族との話し合い・すすめ

それぞれの項目が役立ったとした人の各割合（％）

質
問

項
目

役立った話し合い・すすめで投票参加に役立ったもの

投票した 投票しなかった

図５ 投票するかしないか、あるいはだれに投票する
かの決定に役立った話し合い・すすめ

（ディスカッション） オンラインメディアでの選挙情報接触をど
のように検討すればよいか？ 参考：以下の４スライド



投票参加の認知構造モデルに投票方向への意欲と選挙情報
接触で構成できる選挙へのモビライゼーションを導入する。
その政治意識構造を示したのが図である。
投票方向への意欲は、選挙や政治・行政への見方である政
治意識の基本構造に影響される。その意欲は投票参加行動へ
の契機となる選挙への関心に影響する。ここでの基本構造は、
人々と政治行政の関係に関わる行動の要因といえる選挙の機
能の捉え方、選挙の意義への考え方、政治の応答性感覚およ
び政治的有効性感覚、行政との協働への見方などを想定して
いる。注目する選挙へのモビライゼーションについては、二
つの要素で捉えることにした。第一の投票方向への意欲は、
投票方向での志向と議員や議会の役割への期待の指向での、
集団要求タイプ、個別異議タイプ、個人了解タイプの違いの
市民文化に関わる特徴で示した。第二は、選挙情報への接触
手段について、ここでは従来からの選挙広報や家族や知人と
の話し合いよりも、最近注目されるソーシャルメディアの
Instagram、Tiktok、YouTube 、Twitter、LINE、Facebook
のオンラインアクセスを取り上げた。そのような選挙へのモ
ビライゼーション（動員、流動）には善し悪しがあると思っ
ており、感覚的動員（Affective mobilization）よりも認知的
流動（Cognitive mobilization）がより好ましいと見るなら、
意欲（Behavioral intension）の動員も視野におき、どのよう
な情報接触の可能性があるかの知見がこの新たなモデルから
得られればよい。それによって、感情対立、認知分裂、ある
いは投票への意欲自体の亀裂への動員に対する緩和の流動化
の方策が検討できる。

投票意欲とオンライン情報接触―京都市議会議員選挙での選挙啓発運動の可能性―
村山皓・市瀬比呂 『政策科学』29巻2号（2022年２月）

投票参加の認知構造に投票意欲を導入する新たな政治意識構造のモデル



（因子分析）
因子２因子１

0.1730.652個人了解タイプ

0.1110.606個別異議タイプ

00.582行政との協働への見方

00.572自らの有効性の感覚

00.511選挙の意義への考え方

0.1610.310オンライン選挙情報接触

0.7500集団要求タイプ

0.7400政府の応答性の感覚

0.5260.361選挙機能の捉え方

投票方向への意欲のタイプ、選挙情報
へのオンライン接触、選挙を通じての
人々と政治行政の関係についての基本
構造の５種類の意識の主成分因子分析
の２因子抽出のバリマックス回転の分
析結果である。これらの変数の共通性
では、オンライン情報接触にも最も低
い0.122ではあるが有意な値が得られた。

個人了解タイプ個別異議タイプ集団要求タイプ相関係数

行政との協働選挙意義
有効性感覚

政府応答性
選挙機能タイプの特徴

0.176（42.1）0.2（43.1）0.09（21.1）オンラインアクセス

0.142（14.3）なしなしオフラインアクセス

（ ）は％差



基本疑問：選挙啓発運動（参加・方向）でのSNS（オンラインアクセス）の利用の効果は、人々の政治意識（考え方、感じ方、行動の仕方）
によって異なるのではないか（オンラインアクセスでの人々の選挙情報接触の選挙民主主義にとっての利点と危惧）
投票方向への意欲のあり方のタイプ（投票決定要因の志向と選挙効果の期待要因の指向の二次元の組み合わせ）によって、選挙民主主義（選挙
を通じての人々と政治行政の関係）への危惧は違ってくる（この仮説の検証からの知見からのSNS利用の指針）。
・集団要求タイプの人々では感情対立への動員が危惧される。 ・個別異議タイプの人々では認知分断への動員が危惧される。
・個人了解タイプの人々では意欲亀裂への動員が危惧される。

（意欲亀裂はその他大勢の人々の意欲そのものの扇動への危惧）
注記 対立、分断、亀裂は多元性を排除する一元化への傾向を内在し、選挙民主主義の空洞化につながる。一方、SNSの利用は一元化による
「動員」のみではなく、多様な「流動」の市民文化の醸成変可能性も持っている（動員と流動のモビライゼーション）
（例えば、流動化へ） ・集団要求タイプでは民間メディアの事実報道の情報 ・個別異議タイプでは第三機関のファクトチェックの情報
・個人了解タイプでは公的機関の政策評価の情報

ソーシャルメディアの各プラットフォームを利用する選挙啓発運動の可能性
プラットフォーム 特徴の分類 利用の想定対象 情報発信の量と方法 混合型の情報

TikTok 拡散・印象型 個別了解タイプ 少・淡・開・軟型 多様な争点の拡散情報

Instagram 限定・印象型 個別了解タイプ 少・淡・閉・硬型 多様な争点の限定情報

Twitter 拡散・対話型 集団要求タイプ 少・淡・開・軟型 多様な党派の拡散情報

LINE 限定・対話型 集団要求タイプ 多・濃・閉・硬型 多様な党派の限定情報

Facebook 限定・表現型 個別異議タイプ 多・濃・閉・硬型 多様な候補の限定情報

YouTube 拡散・表現型 個別異議タイプ 多・濃・開・軟型 多様な候補の拡散情報



各投票方向への意欲タイプでの選挙啓発運動の情報の特徴

個人了解タイプへの情報個別異議タイプへの情報集団要求タイプへの情報選挙啓発運動の
情報

一元的情報による単一争点
への動員（意欲亀裂の増
幅）

一元的情報による単一候補
者への動員（認知分断の増
幅）

一元的情報による単一政党
への動員（感情対立の増
幅）

一元的な情報

多元的な情報による多様な
争点への関心の流動化がも
たらす意欲亀裂の緩和

多元的な情報による多様な
候補者への関心の流動化が
もたらす認知分断の緩和

多元的な情報による多様な
政党への関心の流動化がも
たらす感情対立の緩和

多元的な情報

TikTok
（多様な争点の拡散情報）
新聞、テレビ、大学、研究
所等の公器と言われるもの
によるファクトチェックが
可能な印象型の情報
（特性は少・淡・開・軟
型）

Facebook
（多様な候補の限定情報）
新聞、テレビ、大学、研究
所等の公器と言われるもの
による出自チェックが可能
な表現型の情報
（特性は多・濃・閉・硬
型）

Twitter
（多様な党派の拡散情報）
新聞、テレビ、大学、研究
所等の公器と言われるもの
によるファクトチェックが
可能な対話型の情報
（特性は少・淡・開・軟
型）

混合型の市民文化に資する
情報

Instagram
（多様な争点の限定情報）
新聞、テレビ、大学、研究
所等の公器と言われるもの
によるファクトチェックが
可能な印象型情報
（特性は少・淡・閉・硬
型）

YouTube
（多様な候補の拡散情報）
新聞、テレビ、大学、研究
所等の公器と言われるもの
によるファクトチェックが
可能な表現型情報
（特性は多・濃・開・軟
型）

LINE
（多様な党派の限定情報）
新聞、テレビ、大学、研究
所等の公器と言われるもの
による出自チェックが可能
な対話型情報
（特性は多・濃・閉・硬
型）

見たい情報を求める集団要求タイプや理解した
い情報を求める個別異議タイプでは、選挙啓発
運動の情報接触により選挙への態度は補強され
はするが変化する流動性は低いかもしれない。
一方、そのような占有傾向の乏しい個人了解タ
イプの選挙へのモビライゼーションの流動性は
より高いだろう。個人了解タイプの流動性の高
さが、政策での意見の違いにとどまらず民主主
義の選挙の正当性が根源的な争点となるような
ポピュリズムの動員を増幅しかねない。そのよ
うな危惧に対して、人々の間での「有意義」な
感情対立、認知分断、意欲亀裂での選挙民主主
義に資する個人了解タイプの混合型の市民文化
への寄与が特に注目される。能動的な態度と受
動的な態度が混在する混合型市民文化は、選挙
へのモビライゼーションの流動化が一元的な動
員への危惧をはらむなかで、時には能動的な行
動様式をとり、時には受動的行動様式をとる個
人了解タイプの人々によって、一元的な動員へ
の緩衝となる可能性がある。個人了解タイプの
人々へのソーシャルメディアを利用する選挙啓
発運動が、多様な争点に関する多元的情報によ
る争点評価への見方の流動化を促進するなら、
民主主義の根幹に関わる選挙自体への意欲の亀
裂が、能動と受動が流動的に混在する混合型市
民文化の下で「有意義」なものとなるだろう。
そのような混合型市民文化の醸成に資する情報
提供の具体例として、新聞、テレビ、大学、研
究所等の公器と言われるものによるTikTokでの
ファクトチェックが可能な印象型の情報提供と
Instagramでの出自チェックが可能な印象型の情
報提供を促進する財政支援を示した。そのよう
な支援を実際にどのように行いうるかの検討は
残された課題である。



図３ 投票での政党重視と候補者重視の３１年と２７年の比較
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政党重視の投票と候補者重視の投票

政党を重く見て 候補者を重く見て いちがいにいえない 無回などその他

投票方向について興味深い質問は、今回の市会議員選挙で

投票したと答えた人に聞いた問８の付問１の、政党を重くみて

投票したか候補者を重くみて投票したかの質問である。３１年

調査での重視の割合は括弧内の２７年調査と比較して、政党
重視が40.7％（42.1％）、候補者重視が31.3％（33.7％）であり、

どちらの重視も少し減少しているようだが、その割合はあまり
変わらない。

詳細に見ると、全体のうち男性52.7％に対して政党重視の男

性55.3％、候補者重視の男性47.0％、「いちがいにいえない」

の男性56.5％、一方、全体のうち女性47.3％に対して政党重

視の女性44.7％、候補者重視の女性53.0％、「いちがいにい

えない」の女性43.5％である。投票者のうちわからないと答え

た人と回答がない欠損値を除外した投票者249人について有

意な相関係数クラマーＶは確認できないが、男性の政党重視

の傾向、女性の候補者重視の傾向および女性より男性に「い

ちがいにいえない」と考える傾向がありそうに見える。また、若

年者層、壮年者層、高齢者層の年齢層との関係については、

投票者のうちわからないと回答がない欠損値を除外した投票
者291人について相関係数クラマーＶは0.159で関係があり、

その詳細は以下のようである。全体のうち若年者層17.5％に

対して政党重視の若年者層14.5％、候補者重視の若年者層

14.1％、「いちがいにいえない」の若年者層29.5％、また、全体

のうち壮年者層27.5％に対して政党重視の壮年者層23.7％、

候補者重視の壮年者層27.3％、「いちがいにいえない」の壮年

者層36.1％である。さらに、全体のうち高齢者層55.0％に対し

て政党重視の高齢者層61.8％、候補者重視の高齢者層

58.6％、「いちがいにいえない」の高齢者層34.4％である。高

齢者層では若年者層や壮年者層に比べて、いちがいにいえな

い」と答える人がかなり少なく、どちらかと言えば高齢者層の
男性の政党重視傾向の特徴を見てとれる。



図８ 選挙の機能についての意識が投票参加にどのように関わるか

選挙の機能についての市民の意識を知ることは、投票参加に結びつく

選挙時啓発や常時啓発を考える手がかりとなるだろう。図８は問２１の
選挙の働きについての市民の見方と投票参加の関係を示している。

「国民の政治への参加は，一人一人が選
挙することによって実現されている」0.312
（0.260）は建前のようで、あまり積極的な

投票参加の理由とは言えないかもしれな

いが、この見方は比較的に高齢者層に多

い。これに対して、より積極的と思われる

「（３）われわれは，選挙によって社会や政

治の重要な問題について決定を下すこと

ができる」が若い人に多いわけではないが、

この考え方が「（２）政府関係者はわれわ

れが選挙によって選んだ人たちであるとい

う実感がある」以上に人々に受け入れられ、

投票した人がよりこのように考えている。

いずれにしても、現状は、「（３）われわれ

は，選挙によって社会や政治の重要な問

題について決定を下すことができる」は男
性0.217、高齢者層で0.168であり、「（４）国

民の政治への参加は，一人一人が選挙す

ることによって実現されている」は高齢男
性で0.241、高齢女性で0.345であり、選挙

機能への意識が投票参加につながるのは

高齢者層が中心である。特に若い世代で

の選挙の機能についての新たな意識の醸
成が望まれるだろう。



選挙の機能についての京都市民の政治行動の動態 （選挙の機能の変数を用いた頻度分析、二重クロス
表分析、三重クロス表分析、パス解析）

問21 選挙の働きについてはいろいろの考え方があります。次にあげた意見について，あなた自身の
意見に比較的近いものはどれですか。同意できるものをすべてあげてください。（○印はいくつでも）



（二重クロス表分析） 投票参加 ＢＹ 選挙機能



（三重クロス表分析） 投票参加 ＢＹ 選挙機能 ＢＹ 政治関心（国の）



（三重クロス表分析）つづき 投票参加 ＢＹ 選挙機能 ＢＹ 政治関心（国の）



選挙意識の構造における政策指向（政策重視）

日本の選挙での投票率は確実に低下してきている。国政選挙でも地方選挙でも低下傾向が見られ、特に、地方選挙での投票率の低下は著しい。選挙
に意味があり、選挙に働きがあり、選挙が役立つと、人々は思わないのだろうか。京都市議会議員選挙のときに実施された京都市民の政治意識調査
から、選挙にどのような意義があり、どのような機能があり、どのような役割があると、京都市民が捉えているかを知ることができるのではないか
と思った。この調査データを用いた投票行動の分析から、選挙への基底的な意識と言える意義と機能と役割について、日本の地方選挙での人々の選
挙意識の構造を知ることで、選挙を取り巻く民主主義を考える一助となればと考えた。選挙への人々の見方がどのようなものであれば民主主義に
とって良いのだろうか。これが、この研究の基本疑問である。選挙民主主義でのより良い選挙意識のあり方を探ろうとする。そこで、選挙意識の構
造がどのような状態であることが民主主義にとって望ましいかを考える。具体的には、選挙意識の構造の三要素として、人々の選挙意義への見方、
選挙機能への見方、選挙役割への見方の状況から、選挙民主主義にとっての選挙意識のあり方を判断する。選挙意義への意識については４項目に注
目し、そのうち義務選挙観は選挙での投票は国民の義務と捉える見方である。責任選挙観は選挙には必ず行く責任があると捉える見方である。権利
選挙観は選挙は義務というより国民の権利であると捉える見方である。民主選挙観は選挙はみんなで決めるという民主主義の精神の表れ捉える見方
である。選挙機能への意識についても４項目に注目する。選挙決定機能観は代表選出の実感が得られるとの見方である。選挙決定機能観は選挙に
よって重要問題を決定できるとの見方である。選挙集団機能観は選挙によって社会集団の意見の違いが明らかになるとの見方である。選挙参加機能
観は選挙が人々の参加の実現状況を示すとの見方である。選挙役割への意識については２項目に注目する。福祉選挙観は市議会議員選挙および府議
会議員選挙で福祉政策を重視して投票するとの見方である。経済選挙観は市議会議員選挙および府議会議員選挙で経済政策を重視して投票するとの
見方である。京都市民の意識調査においてそれらの選挙意識を測る１２項目の各年度の頻度分布は次に示している。

特に、選挙意識構造のモデル（選挙意義観から選挙機能観
を経て選挙役割観へとつながる）での選挙機能に注目



選挙意識の１２項目の頻度分布には、今日、人々は選挙を

どのようなものと見ているかの一端が表れている。それぞれ
の多寡には次のような京都市民の選挙意識の特徴がある。

・2019年は選挙意識の各項目について「あり」と答える人の

割合が他の年度に比べて低いと言えるが、選挙代表機能

観と選挙集団機能観は例外に高い場合もある。もっとも、選

挙機能への見方の各項目については年度で異なる分布が
見られる。

・特に、選挙参加機能観の落ち込みが目立つ。その分、選

挙代表機能観と選挙決定機能観の増加が注目される。そこ

に、日本の選挙意識の変化の兆しを読み取れるかもしれな
い。

・選挙意義への見方については、2019年の民主選挙観の落

ち込みも目立つ。選挙参加機能観の落ち込みと合わせて考

えると、民主的な参加としての選挙の見方のような抽象的な

捉え方が減少して、どちらかと言うと具体的な選挙観に向

かっているのかもしれない。しかし、選挙が政策争点に役立

つとの選挙役割への見方では、以前の抽象的な選挙観で

漠然役立つとの「印象」があったのに対して、具体的な選挙

観が役立つとの「判断」に未だ結びついていないのだろう。

加えて、福祉争点よりも経済争点のほうにより近年は役立

つと見られるのは、政治経済が生活を左右する今日におい

て、案外、市場経済への政治行政の関わりへの判断が選
挙意識に見られると解釈できなくもない。



Ａ Ｂ１選挙意義観 Ｂ２選挙機能観 Ｂ３選挙役割観 Ｃ

【 Ｂ選挙意識の構造 】

選挙の機能への京都市民の見方を中心に選挙意識の投票参加行動での位置づけ （2019年調査の分析）

公私での疎外意識 選挙での政治的態度

責任選挙観から選挙参加機能観を経て選挙役割重視の意識へのつながりでの指標の数値の大きさが目立つ。そこに集中する京都市民の選挙意識の特
徴は、様々なつながりが多角的に見られるというより、偏りのある多様性に欠ける状況を示している。選挙意識の構造を、選挙意義の意識から選挙機能の
意識を経て選挙役割の意識につながる因果のモデルで捉えると、選挙意識観から選挙機能観への因果では、民主選挙観が原因として大きい（３影響、他
は１影響）。また、年度差はあるが、選挙参加機能観へは３原因から影響し、選挙決定機能観には２原因、選挙集団機能観に１原因、選挙代表機能観に
は選挙意義観を原因とする影響がない状況である。一方、選挙機能観から選挙役割観への因果はすべてに確認できる。しかし、因果の強さには違いがあ
り年度差もあるが、代表機能観から福祉選挙重視観への因果は低く、選挙参加機能観から福祉・経済選挙重視観への因果が比較的強い傾向が見られる。
以上を踏まえて、もし、より多角的な偏りの少ない多様性を求めるなら、権利選挙意義観が選挙参加機能観につながり、民主選挙意義観が選挙代表機能
観につながり、選挙義務意義観や選挙責任意義観から選挙代表機能観もしくは選挙決定機能観へのつながりがあっても良さそうだ。

村山皓「選挙意識への注目―市民によ
る選挙の働きへの見方―」立命館大学
『政策科学』28巻2号、2021年2月



                          

 2022 年度京カレッジ「選挙参加意識の市民力」第 7 回授業 

  「京都市選挙管理委員会における選挙啓発の取組について」 

 

 

                 日時 令和４年 7 月１３日 １４：３０～  

場所 京都市選挙管理委員会事務局 
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２ 公職選挙法と選挙啓発 

 

 

 

 

 

３ 令和４年 7 月 10 日執行参議院議員通常選挙における選挙時啓発 

 

 

 

 

 

４ 令和４年度明るい選挙推進事業計画（常時啓発） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



公職選挙法と選挙啓発 

 

１ はじめに 

  現代の民主政治において，選挙は，国民が政治に参加する最も重要かつ基本

的な機会であり方法でもある。 

したがって，積極的な投票参加は，民主政治の健全な発展のために欠かすこ

とのできないものである。 

 

２ 公職選挙法の規定 

 （１）第１条（公職選挙法の目的） 

公職選挙法（以下「法」という。）は，選挙が公明かつ適正に行われること

を確保することで，私たち国民の意思が正しく政治に反映され，民主主義が

健全に発達することを目的としている（法 1）。 

 

 

 

 

 

（２）第６条（選挙啓発） 

同法では，投・開票制度をはじめ，あらゆる点で制度的にその実現を期し

ているが，このことは法の規定のみによってその目的を達することができる

ものではなく，国民の政治常識の向上が重要となる。 

そのため，法第６条において，選挙管理機関が，常に選挙人の政治常識の

向上に努めることや，選挙に際して投票の方法や選挙違反など，選挙に関し

必要とされる事項を選挙人に周知することを義務としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 選挙時啓発

公職選挙法 第６条（選挙に関する啓発，周知等） 

第６条 総務大臣，中央選挙管理会，都道府県の選挙管理委員会及び市町村の選

挙管理委員会は，選挙が公明且つ適正に行われるように，常にあらゆる機会を

通じて選挙人の政治常識の向上に努めるとともに，特に選挙に際しては投票の

方法，選挙違反その他選挙に関し必要と認める事項を選挙人に周知させなけれ

ばならない。（以下略） 

公職選挙法 第１条（この法律の目的） 

第１条 この法律は，日本国憲法の精神に則り，衆議院議員，参議院議員並びに

地方公共団体の議会の議員及び長を公選する選挙制度を確立し，その選挙が選

挙人の自由に表明せる意思によって公明且つ適正に行われることを確保し，も

って民主政治の健全な発達を期することを目的とする。 

常時啓発発 



第２6回参議院議員通常選挙

種別 期間

期日周知ポスター
市広報板,市バス・地下鉄車内，庁舎，大学，商業施
設，商店街等に掲出

　6月下旬～７/10

市民しんぶん挟込み（タ
ブロイド版）　※点字，音
声・文字拡大版も作成

全戸配布，区役所・支所・出張所・事業所・地下鉄各
駅等窓口にて配布

　6/15～

新有権者向けチラシ
選挙制度等について分かりやすく解説したチラシ
を，市内高校や青少年活動センター等に配布

　6/下旬～

横型大看板，立看板 市役所，区役所・支所・出張所等に掲出 　6月中旬～７/１0

のぼり 庁舎における掲出 　６月中旬～

文字表示 区･市防災情報システム，京都駅前電光掲示板等 　随時

　大学コンソーシアム京都
メーリングリスト及び「KYO-
DENT」アプリ

大学コンソーシアム京都のメーリングリストや学生向
けアプリを活用し，市内の大学を通じて学生に投票
参加の呼びかけ等を実施

　随時

ＹｏｕＴｕｂｅ広告 若年層をターゲットとしたバンパー広告 　随時

ＳＮＳ
京都市公式フェイスブック，ツイッター等に投票参加
を呼び掛ける投稿を掲載

　随時

区公用車
ボディパネルを取り付け，啓発放送を流しながら運
行

　６月下旬～７/１０

庁舎内放送 市・区庁舎内 　６月下旬～

各種館内放送 商業施設，商店街等 　６月下旬～

丸うちわ 市・区にて配布 　６月中旬～

その他 学生団体への支援
学生団体が自主的に行う啓発活動を支援（総額２０
万円）

　５月１６日～

選　挙　時　啓　発

項目 内容

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため，今回選挙では街頭啓発を実施しない。
※この他，選挙のお知らせ（はがき）を全有権者に郵送（市外転出分含む）。
※実施内容や期間を変更する場合がある。

印刷物の配
布･　掲示

等

広報媒体

街頭等
呼掛け

啓発物品



 

 

 

令和４年度京都市明るい選挙推進事業計画 
             

 

令和４年度京都市明るい選挙推進事業計画を次のとおり策定する。 

なお，事業実施にあたっては，新型コロナウイルス感染症拡大防止の徹底を図るとともに，出前

授業のオンライン化や情報発信におけるSNSの活用など，人と人とが密集・密接せずに実施でき

る啓発に積極的に取り組むこととする。 

 

１ 基本方針 

（１） 将来の有権者に対する啓発 

         小さい頃から政治や選挙に親しんでもらうことで，児童・生徒等の社会参加への興味・関心

を育むため，青少年にふさわしい論題を設定した論文の募集や明るい選挙を呼びかけるポス

ターの募集，模擬投票を体験する出前授業等を行い，政治や選挙に真摯に向き合える将来

の有権者の育成を図る。 

（２） 新有権者をはじめとする若者への啓発 

    日ごろから，政治や選挙に若者が関心を寄せるよう啓発を行い，投票参加意識の向上を図

るとともに，選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられたことを踏まえ，これまで以上に新有権者

の意識の高揚に努め，具体的な投票行動に結びつくよう強く働きかける。 

（３）  明るくきれいな選挙の呼び掛け 

政治に対する信頼を確立し，議会制民主政治の健全な発展を期するために，あらゆる機会

を通じて有権者はもとより，政治家，候補者等に対し，ルールを守って明るくきれいな選挙の

実現を強く訴える。 

また，地域活動や各種団体の会合の場及び広報媒体等を通じて「３ない運動」（贈らない，

求めない，受け取らない）を中心とする政治倫理について積極的かつ幅広く周知することによ

り，政治倫理化運動の理解を深める。 

（４） 明るい選挙推進体制の活性化 

各種団体と協力し，「明るい選挙推進員」の育成をはじめとする啓発活動の活性化を図る。 

（５） 選挙に関する各種情報の公正かつ的確な周知 

各種選挙の期日や選挙制度等を，市民しんぶんやインターネットを活用して有権者に公正

かつ的確に周知する。 

（６） 選挙時における投票率向上のための啓発 

   昨今の選挙における投票率の状況を踏まえ，民主主義の危機的な状況との認識のもと，あら

ゆる機会を捉えて，幅広い世代の有権者に投票参加を呼び掛け，投票率の向上に取り組む。 



 

 

２ 実施計画 

令和４年度は，次のとおり啓発事業を実施する。 

 

 事業名 目的・概要 対 象 主 催 

１ 将来の有権者に対する啓発 

 

 

 

ア 論文コンク

ール「わたし

はこう考える」 

明るく豊かな社会を築くため，将来の政治参加

に備え，生活・選挙・政治に対する関心を持たせ，

自由な意思をもった自覚ある有権者を育成するこ

とを目的として，青少年にふさわしい論題を設定し

て論文を募集する。 

また，優秀作品を新聞に掲載するなど広く市民

の政治・選挙への関心を高める。 

（募集期間 6月下旬～9月中旬予定） 

市内在住又は市

内に通学・通勤し

ている令和５年３

月３１日現在中学

生以上１９歳未満

の方 

市・区推協 

市・区選管 

イ 明るい選挙

をすすめるポ

スター募集 

小さい頃から政治や選挙に親しみ，社会参加へ

の興味・関心を育むことを目的として，明るい選挙

を呼びかけるポスターを募集する。 

また，応募作品の展示及び啓発への活用により

広く市民に対して明るい選挙への関心を高める。 

（募集期間 6月下旬～9月中旬予定） 

市内在住又は市

内へ通学の小・

中・高校・総合支

援学校の児童・

生徒 

市・区推協 

市・区選管 

 

ウ 明るい選挙

出前授業 

政治や選挙に真摯に向き合うことができる有権

者の育成を図るため，小・中・高等学校，大学の

児童，生徒，学生等に対し，選挙制度の解説や模

擬投票の体験を行う出前授業を実施する。 

また，今年度から高等学校の公民科目で新たに

「公共」が必修となることも踏まえ，教育委員会と連

携しながら出前授業の手法を検討していく。 

その他，税務署や社会保険労務士会等，主権

者教育を推進する他団体と連携し，学校現場のニ

ーズに合わせた効果的な出前授業を実施する。 

実施にあたっては，３密防止の徹底やオンライン

の活用等，感染症拡大状況下でも実施できる出

前授業の方法を学校と調整する。 

市内の小・中・高

校・総合支援学

校・大学の児童・

生徒・学生等 

市・区推協

市・区選管 

 

エ 選挙物品貸

出事業 

学校との連携を通じて児童・生徒の政治や選挙

への関心を高めることを目的として，投票箱等の

選挙物品貸出事業を行う。 

市内の小・中・高

校・総合支援学

校等 

市・区選管 

 

 

 オ 将来の有権

者を対象とし

た啓発物品

の作成 

児童・生徒等の選挙への興味・関心を高め，家

庭内で政治や選挙が話題となる機会を創出する

ため，児童・生徒等が対象の啓発物品を作成し，

出前授業等の機会を通じて配布する。 

市内の小・中・高

校・総合支援学

校の児童・生徒

等 

市・区推協 

市・区選管 



 

 

２ 新有権者をはじめとする若者への啓発 

 ア 若年有権者

向け情報発

信 

新有権者向けに，選挙に対する関心を高めるた

めのウェブサイトを運営する。  

また，大学コンソーシアム京都のメーリングリスト

等を活用し，市内大学を通じて転居時の住民票

の異動等投票率向上に向けた情報発信を行う。 

さらに，若年有権者を対象に，選挙について分

かりやすく解説した印刷物を配布する。 

若年有権者等 市推協・市

選管 

イ 選挙事務へ

の従事 

新有権者世代の選挙への関心を高めるため，高

校生，大学生等に選挙事務へ従事してもらう。 

高校生・大学生 市・区選管 

ウ 学生団体等

と連携した啓

発 

 学生団体等との連携を強化し，日頃から若年層

の政治・選挙に対する関心を高める取組について

意見交換を行い，若年層向けの啓発事業に生か

すとともに，協働した取組を実施する。 

若年有権者等 市・区推協

市・区選管 

エ 若者の政治

参加意識の

向上 

地域の大学と連携した啓発活動等を実施する。 市内大学に通学 

する学生等 

市・区推協 

市・区選管 

オ 市民向けイ

ベント等にお

ける啓発 

 市主催の事業や地域のイベント等と連携し，啓

発物品の配布等により，政治や選挙への積極的

参加を呼びかける。 

一般 市・区推協

市・区選管 

３ 明るくきれいな選挙の呼び掛け 

 ア 明るくきれ

いな選挙実

現のための

政治倫理化

運動等 

印刷物への啓発記事等の掲載やあらゆる機会を

通じて，選挙のルールを守る明るくきれいな選挙

の実現を図る。とりわけ，寄付禁止を中心とする政

治倫理化運動を地域ぐるみの運動に盛り上げるこ

とを目的に，「３ない運動－贈らない，求めない，

受け取らない」を展開する。 

一般，各種団体，

政治家 

市・区推協 

市・区選管 

４ 明るい選挙推進体制の活性化 

 ア 明るい選挙

推進協議会

の運営 

明るい選挙推進事業の総合的な企画検討や啓

発に関する事項の協議を行う。また，市・区推協

間の連絡調整を行い，効果的な活動を図る。 

市・区推協 市・区推協 

市・区選管 

 イ 地域活動の

活性化 

明るい選挙の推進と有権者の投票参加意識の

向上を図るため，区推進員や選挙サポーターに

対する研修会等を実施し，地域に根ざした活動を

展開する人材を育成する。 

区推進員・区民 区選管 

区推協 

 ウ 明るい選挙

推進セミナー 

 

政治や選挙に関連するテーマを取り上げたセミ

ナーや話合い活動等への参加を通じ，政治や選

挙への自主的・積極的な姿勢を養う。 

 

区民 区選管 

区推協 



 

 

エ 地域団体と

の連携 

政治や選挙に対する正しい理解と認識の浸透を

図るため，地域団体が開催する事業の中で，政治

や選挙に関連するものについて，経費分担などの

便宜供与を行う。 

女性会等地域団

体 

市推協 

市選管 

地域団体 

 

オ 若者の政治

参加意識の

向上（再掲） 

地域の大学と連携した啓発活動等を実施する。 市内大学に通学 

する学生等 

市・区推協 

市・区選管 

カ (公財)明る

い選挙推進

協会主催の

研修会等へ

の参加 

（公財）明るい選挙推進協会が主催するフォーラ

ムや研修会等へ参加を通じて，他都市との情報

交換や人材の育成を図る。 

市・区推協委員

及び区推進員等 

市・区推協 

市・区選管 

５ 選挙に関する各種情報の公正かつ的確な周知 

 ア 市民しんぶ

ん等を通じた

周知 

選挙期日や選挙に関する情報等を広く市民に

周知する。 

一般 市・区推協 

市・区選管 

イ インターネッ

トを通じた周

知 

選挙期日や選挙制度，各種啓発事業，過去の

選挙結果等について，ホームページ等を活用し

広く市民に発信する。 

一般 市・区推協 

市・区選管 

６ 選挙時における投票率向上のための啓発 

 選挙ごとに別途，啓発計画を策定する。 市・区推協 

市・区選管 

 

※ 令和４年度の常時啓発については，新型コロナウイルス感染症の拡大状況により，予

定を変更することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語については，以下のとおり読みかえる。 

  

市選管       …  京都市選挙管理委員会 

  市推協        …  京都市明るい選挙推進協議会 

  市・区選管    …  京都市及び各区選挙管理委員会 

  市・区推協    …  京都市及び各区明るい選挙推進協議会 

  市・区推協委員  …  京都市及び各区明るい選挙推進協議会委員 

  区推進員      …  各区明るい選挙推進員 

  









み
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受 付

② 投票する

※辞めさせたい人に「 ×」を

投
票
用
紙

候
補
者
名

選挙区 比例代表

投
票
用
紙

候
補
者
名

候
補
者
名

 

又
は
政
党
等
名

投
票
用
紙

投
票
用
紙

候
補
者
名

小選挙区 比例代表

投
票
用
紙

政
党
等
名

×
○
○
○
○

△
△
△
△

□
□
□
□

◇
◇
◇
◇

市長選,市議選
知事選,府議選

衆議院選挙 参議院選挙 地方選挙

無効投票にご注意を !

候補者名などは掲示しています。
　 投票所や記載台には候補者名など の掲示がある ので、

覚えていかなく ても 大丈夫！

　 投票用紙に余計なこ と を 書く と 、投票が無効に

なっ てし まう ので、注意し まし ょ う 。

投 票 の
し か た

① 投票所へ行く
　 選挙が近づく と「 選挙のお知ら せ」（ はがき ）

が届き ます。こ のはがき には、選挙の日時やあ

なたが投票でき る 場所（ 投票所）などが載っ て

います。必ず確認し まし ょ う 。

　 投票する時は、そのはがき を持っ て投票に行

き まし ょ う（ なく ても 投票でき ます。）。

選挙の当日に投票に行けない…。 

そんな人は裏面をチェッ ク！

選挙のお知ら せ
（ はがき）

投票所へ持っていく と

スムーズに

投票でき ます♪

午前７ 時から

午後８ 時まで

一部の地域では、投票所が 
早く 閉ま っ てし ま う ので、

事前に確認し て
おき ま し ょ う 。

当日投票所は

投
票
用
紙
の
書
き
方

選
挙
を
経
験
し
た
こ
と
の
な
い
ア
ナ
タ
も

こ
れ
を
読
め
ば
簡
単
に
投
票
で
き
る
は
ず
♪

受 付

「 選挙のお知ら せ」（ はがき）を
受付に出し てく ださ い。

投票用紙交付

本人確認のあと 、
投票用紙を お渡し し ます。

投票記載場所

投票用紙に候補者の
氏名等を書きまし ょ う 。

投 票

投票箱に投票用紙を
入れます。

最高裁判所裁判官
国民審査



不在者投票は、
いずれも

選挙期日前の

投票です。
投票用紙の請求や送付に

時間を要しますので、
手続きはお早めに！

　 選挙期日の前でも投票できる制度です。

選挙によって、期日前投票の期間が異なります。

滞在先での投票

　 選挙期間中に、旅行や用事などで住民票のある市区町村を

離れる場合でも、滞在先で投票できる制度です。

京都市・ 区選挙管理委員会   京都市・ 区明るい選挙推進協議会   令和4 年6月発行   京都市選挙管理委員会事務局

京都市印刷物  第0 4 414 2 号

　 投票用紙等を 、選挙人名簿に登録さ れている区の選挙管理委員会に請求し 取り 寄せ、

それを持って滞在先の市区町村の選挙管理委員会
※
へ行く こ と で、投票できます。

　 入院などで選挙期日に投票できない場合、入院先の病院等で投票できる制度もあります。

※　 政令指定都市の場合は区の選挙管理委員会

こ んな投票方法も あり ます！
当日、投票所へ行けない人に。

～滞在先での不在者投票の流れ～

※　 ①はオンライン請求が可能。ただし 、申請には電子証明書などが必要。

○○区民

会社員（ 25）の場合

〇〇区選挙
管理委員会

〇〇区選挙
管理委員会

❸自ら 出向いて
　 投票

❹投票済の投票
　  用紙等を 送付

❶投票用紙等を 請求

❷投票用紙等を 送付

最寄り の
選挙管理委員会

東京
滞在中

病院等での投票

北　 区 ☎432-1199／上京区 ☎441-5029／左京区 ☎702-1021／中京区 ☎812-2421／東山区 ☎561-9105／山科区 ☎592-3066
下京区 ☎371-7164／南　 区 ☎681-3439／右京区 ☎861-1784／西京区 ☎381-7158／伏見区 ☎611-1295／京都市 ☎241-9250

問合せ先

期日前投票

不在者投票

令和5 年春 執行予定 京都市・ 府議会議員選挙

参議院議員通常選挙
令和

4 年夏
 執行予定 

引っ越ししたら 、住民票を
移しましょ う！

　 選挙で投票するためには、選挙権を有してい

るだけでなく 、選挙人名簿に登録されること が

必要です。登録は住民票がある自治体で行われ

るため、進学や就職などで引っ越す際は、その

自治体へ住民票の届出を忘れず出しましょう 。

満1 8 歳未満の人の選挙運動は
禁止されています！

　 18歳以上の人であっても 、選挙運動ができる期

間や、文書の掲示・ 頒布などには一定の制限があ

りますので、注意しましょう 。

※　 選挙運動…応援する 候補者への投票を

　 呼びかけたり すること 。

※1　 期日前投票期間中に18歳の誕生日を迎える人は、誕生日の前日から 期日前投票ができます。（ それまでは不在者投票ができます。）

※2　 一部の期日前投票所を除く 。 詳しく は、区選挙管理委員会へお問い合わせ下さ い。

選挙期日の公（ 告）示日の翌日から
選挙期日の前日まで

期間
お住まいの区の
区役所・ 支所など

場所
午前8 時3 0 分～午後8 時

（ 土・ 日・ 祝も 投票可）
時間

※1 ※2

※　 転出先の選挙人名簿に登録済の方は転出先

　 での投票となり ます。

選挙人名簿ってなに？

〈 登録要件〉

　 有権者の氏名などが記された名簿。選挙権が

あっても 選挙人名簿に登録されていないと 投票

できない。登録は毎年3・ 6・ 9・ 12月と 、通常は各

選挙が公(告)示される日の前日に行う 。

1）年齢満18歳以上の日本国民　 2）引き続き3か
月以上、同じ 市区町村に住民票がある方 3）2に

該当し 、転出後4か月を経過していない方 

最新の選挙情報はこちら▶

京都市は持続可能な開発目標（ S D G s）を 支援し ています。



うちわ表面A

選挙

 いこう！



うちわ裏面

参議院選挙
7月10 日 日

京都市・ 区選挙管理委員会　 京都市・ 区明るい選挙推進協議会

期日前投票
土・ 日も 投票できます。

6 月2 3 日（ 木）～7月9 日（ 土）
午前8 時3 0 分～午後8 時 区役所、支所等場 所
※詳し く は、区選挙管理委員会（ 区役所内）へ。

午前7 時～午後8 時
（ 一部の地域を除く ）

投票方法や選挙公報などをご確認いただけます。



公用車ボディ パネル　 H3 0 0×W 5 0 0 m m

京都市・ 区選挙管理委員会　 京都市・ 区明るい選挙推進協議会

午前7 時～
　 　 午後8 時

　 　 　 　（ 一部の地域を除く ）

期日前投票
土・ 日も 投票できます。

DIC-C51
1.0 YR 5.8/13.0

DIC-579
4.0 PB 3.7/13.3

DIC-2497
 7.9 R 4.6/16.4

DIC-2077
6.6 Y 8.1/9.3

DIC-22
2.2 PB 8.4/2.6

DIC-2244
6.1 R 3.3/7.8

DIC-255
5.6 PB 2.5/8.7

DIC-C145
4.4 Y 8.9/2.8

K100
N-1.0

マンセル値

午前8 時3 0 分～午後8 時

6 月2 3 日（ 木）～7月9 日（ 土） 区役所、支所等場所

※詳し く は、区選挙管理委員会（ 区役所内）へ。



マスクケース　 表面

最新の選挙情報はこちら 随時更新し ます。

投票日や期日前投票期間、投票方法、投票所の混み合う 時間帯、

候補者情報（ 選挙公報）、投開票速報などをご確認いただけます。

京都市・ 区選挙管理委員会　 京都市・ 区明るい選挙推進協議会

投票所へは混雑を避けてご来場ください

期日前投票は、投票日３日前から投票日前日

（４月７日（木）から９日（土））が混み合います。

投票日当日は、午前１０時から

正午頃までが混み合います。
期日前投票日別投票者数（平成30年4月8日京都府知事選挙）当日時間帯別投票者数（平成30年4月8日京都府知事選挙）
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投票所における感染症対策について

安心して投票していただけるよう、投票所内では，従事者の

マスクの着用、アルコール消毒液の設置及び定期的な換気等の

感染症対策に取り組んでいます。

・マスクの着用、咳エチケットにご協力ください。

・手指の消毒及びご帰宅後の手洗い・うがい等にご協力ください。

・周りの方との距離を保つようお願いします。

感染拡大防止にご協力ください。

期日前投票
土・ 日も 投票できます。

3 月2 5 日（ 金）～4 月9 日（ 土）

※詳し く は、区選挙管理委員会（ 区役所内）へ。

区役所、支所等場 所

午前8 時3 0 分～午後8 時
府議会議員補欠選挙は4月2日（ 土）から 投票できます。

京都府知事選挙
京都府議会議員北区選挙区補欠選挙午前7 時～午後8 時

4 月10 日 日

（ 一部の地域を 除く ）



マスクケース　 中面

※こ のマスクケースは、SIA A（ 抗菌製品技術協議会）認定基準をクリ アし た

　 抗菌ニスを 表面コ ーティ ン グし た抗菌効果の高いマスクケースです。

※新型コ ロナウイルスを排除するも のではあり ません。

抗菌加工

マ ス ク を こ ち ら へ

京都府知事選挙
京都府議会議員北区選挙区補欠選挙午前7 時～午後8 時

4 月10 日 日
京都府知事選挙

京都府議会議員北区選挙区補欠選挙午 前 7 時 ～ 午 後 8 時
4 月10 日 日

京 都 府 知 事 選 挙
京 都 府 議 会 議 員 北 区 選 挙 区 補 欠 選 挙午 前 7 時 ～ 午 後 8 時

4 月10 日 日

中にマスクを入れるだけ！ “切れ込み”に差し 込みます。 完成！❶ ❷ ❸



                             （参考資料２） 
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2022年度京カレッジ「選挙参加意識の市民力」 第八回授業（最終回まとめ）

（１）受講生の発表 希望者なし
（２）クイズの答えの確認
（３）ディスカッションについて再検討
（４）選挙参加意識の市民力の内容

（授業の目標）
・ミニマム：2019年報告書の該当部分の説明を、
できるだけ理解できるようになる
・マキシマム：データ分析の知見を踏まえて、
民主政の市民力の洗練について議論できる

「選挙（投票参加）に何を期待する（求める）のか」

＊ 誰が何を期待するのかについての一つの見方

・ 政治（議会）が期待する権力の正統性の確保

・ 行政（執行府）が期待する政策実施への了解の基盤

・ 人々が期待する自由・民主主義の政治意識（政治行政への考え方、感じ方、行動の仕方）の発露（表現）

（民主政は人々の思いの政治行政への反映）

政治の民主主義： 政権交代に関わる民主政の選挙と市民力（その関与の洗練とは？）
間接代表への関与（選挙）での市民力の洗練 → 政治に託する市民力

行政の民主主義： 政策実施に関わる民主政の選挙と市民力（その関与の洗練とは？）

公民協働への関与（市民参加）での市民力の洗練 → 行政に託する市民力

人々の民主主義： 政策形成に関わる民主政の「投票」と市民力（その関与の洗練とは？）

直接投票への関与（住民投票、国民投票、リコール）での市民力の洗練 → 人々に託する市民力

（市民力の洗練のポイント） 多様性と柔軟性（VS.一元制と硬直性がもたらす先制的な動員）









第七回のフィールドスタディについてのクイズ

京都市選挙管理委員会のフィールドスタディでは、選挙の啓発について選挙時啓発と常
時啓発の具体的な実施内容を知ることができた。
問１ 京都市選挙管理委員会の啓発事業においては、選挙時啓発では投票参加について、常
時啓発では投票方向に関わる事業展開を行っている。
     １ 正しい    ２ 正しくない    ３ どちらともいえない
問２ 京都市の選挙のお知らせはがきには、期日前投票についても手続きなどの記載があ
る。

１ 正しい    ２ 正しくない    ３ どちらともいえない
問３ 国政選挙の参議院選挙においても、選挙公報の配布や選挙ポスターでの分散投票へ
の協力のお願いなど、適正な選挙の確保の公職選挙法の目的のために、京都市選挙管理委員
会は様々な独自の事業を実施する。

１ 正しい    ２ 正しくない    ３ どちらともいえない

（解答欄は教材配信システムのトップページのカリキュラム受講にある）



デモグラフィーと投票参加（報告書図１、図２）

（授業の構成）

性別（独立変数）→投票参加（従属変数）

性別・年齢層によって投票参加に違いがある（多様と流動）

年齢層（独立変数）→投票参加（従属変数）

分析のためのパスダイアグラム

（分析結果の知見）

・％差0.4（27年）、5.4（31年）で女性より男性の投票傾向 ・他の年齢層より高齢者層の投票傾向

・27年と比較して、31年には、性別差が大きくなったが、年齢層差は小さくなったようだ

（ディスカッション） デモグラフィーにおける選挙参加意識の市民力の多様性と流動性

このようにデモグラフィーによって投票参加に違いがあるのはよくないのか？
（すべてが50％になるのが洗練された市民参加力の選挙参加意識か？）

ここからはディスカッションのスライド



施策期待２回

分析のためのパスダイアグラム 行政サービスへの期待度→投票参加
第二回授業での授業での分析の詳細な説明

代表選挙観

（分析結果の知見）

・投票した人では期待度が

増すほど投票する傾向

・性別と年齢層を合わせて

分析すると壮年者層男性

0.368、壮年者層女性0.283

で行政サービスへの期待の

程度が大きくなるほど投票

に行く傾向

（ディスカッション）期待度による市民力の違いが変わる閾がるかもしれない
・行政サービスへの期待度が高い人ほど投票する選挙参加意識の市民力はよ
いことなのか？
・期待度３までは投票しない傾向が投票する傾向を上回るが、期待度４以上に
なると逆転するのは当然のことか？（施策ごとの分析結果の知見）

・投票しなかった人がより期待するかもしれない行政施策として(12)公園や都市などの緑化施策や(4)学校や
幼稚園などの教育施策もあるが、、(3)ゴミや公害などの環境施策への期待と投票参加との関係（相関係数
0.157）と(9)観光や伝統産業の育成などの地域活性化施策への期待と投票参加との関係（0.181）でのパーセ
ントの差が大きく期待者が投票する傾向が目立つ。
・性別と年齢層を考慮して投票参加との関係を見ると、壮年者層の女性での施策への期待が投票参加に結
びつきがあり、また若年層男性で結びつきやすい行政サービスもあり、それらの施策での選挙との関係がよ
り明らかになれば、そのような投票参加の傾向がさらに進むかもしれない。

（ディスカッション） 期待する施策によって異なる選挙参加意識の市民力はよいことなのか？

（授業の構成）

（これについては第
５回で改めて説明）



第二回授業での行政サービスの期待度のパス解析の詳細

（分析結果の知見）

（ディスカッション）

・ 距離感から託し方への直接のパスにおいて、政府決定応答感につ
いては代理決定参画観へが0.183と高く、代理協働参画観へも0.132と
影響がある。しかし、市民決定参画観へのパスは認められない。一方、
政治的有効性感については、市民決定参画観へのパス0.105のみある。

・ 距離感から託し方への間接のパスにおいて、政府決定応答感につ
いてはなく、政治的有効性感からは複数のパスが確認できる。そこで
は、政治行政への関与意欲と行政サービス期待度の意識を媒介変数
として、参画観の意識に影響している。

有効性感覚があると行政関与意欲が加われば、代表決定参画につ
ながるし、さらに行政サービス期待度を経由してもつながる。また、有
効性感覚が行政サービスの期待を直接に経由して代表決定参画観に
つながる。

有効性感覚が代理協働参画観を左右するのは、行政関与意欲を経
由する0.261と政治関与意欲を経由する0.116の両者が確認できる。

・ 人々と政治行政での行政サービス政策（施策への期待）を通しての
人々の託し方（関与の制度）への意識について、ここにみられる民主政
の市民力のどこが洗練され、どこが洗練されていないと思うか？
（具体的には、どのパスがさらにあり、どのパスがない方がいいと思う
か？ あるいは、どのパスの影響力がより強ければいいと思うか、より
弱ければいいと思うか？ （ ヒント：好ましい多様と流動とは）



第三回授業での関与の意欲の詳細

関与意欲３回

分析のためのパスダイアグラム

政治と行政への関与の意欲（気持ち・行動）→投票参加

（図１０）関与の気持ちと行動を
政治と行政に分けてみることで
投票率向上の方策を検討でき
る。年齢層や性別を踏まえると
さらに詳細を知ることができる。

代表決定参画観が
政治、代理協働参画
観を行政に関わる意
識と見て、パス図か
ら政治と行政への意
欲を分けることで、
政治への関心だけ
よりもさらに理解を
進められる。

2019年選挙調査報告書「京都
市民の投票行動」の「３ 政治
と行政への関心や関与や不信
の意識と投票参加 （２）」を熟
読すること（相関係数の違いに
も注目）

報告書図９

報告書図１０

（ディスカッション）
・政治への関心が投票参加につながるとの知見に加えて、政治
への関与の意欲（気持ちと行動）にさらに注目することで、どのよ
うな新たな知見がえられるか？
・さらに、政治への関与の意欲に加えて、行政への関与の意欲
についての分析は、市民力の洗練とそれへの制度化にどのよう
な視点をもたらすのか？ （ヒント：有効性感から行政関与意欲を
経由して参画意欲へのパスの多様性）

政治と行政のいずれへの関与
の気持ちと行動のどちらにおい
ても、関わっていきたいと思う人
ほど選挙の投票に参加する傾
向がある。



2022年度京カレッジ「選挙参加意識の市民力」 第四回授業
「議会や議員への見方」 ＆ 「政治行政への距離感」

2019年選挙調査報告書「京都市民の投票行動」の「４ 議員や議会への見方と議会や行政
との新たな関係（１）（２）」を熟読すること。加えて、「３ 政治と行政への関心や関与や不信
の意識と投票参加（３）政治との距離感や政治行政への信頼感と投票参加」を熟読すること。
（ポイント）
（１）議員や議会への役割への見方（図１３）
・市民が期待できるような議員活動が投票参加を促す。
（２）議会や行政と京都市民の新たな関係（図１４、図１５）
・住民投票に意見を持っている人の投票参加傾向
・行政との協働に肯定的な市民の投票参加傾向
（３）距離感や信頼感（図１１、図１２）
・疎外感のような政治との市民の距離感の様々な側面

（ディスカッション）
・議会や行政と市民のどんな新たな関係が可能か？
・政府への市民のどのような距離感の変化が投票率
の向上につながる可能性があるか？

距離感４回
図１１

制度化（託し方）１・２回

代表選挙観
（問２２項目２）

第五回へ

公民協働観
図１５

直接参加観
図１４

（授業の構成）

（ヒント：政治的有効感、政策指向）



（１）議員や議会への役割への見方（図１３）

市会議員の役割として何を望むかの問４についてみると，59.1％（66.3％）の人が「地元のめんどうをこまめにみる」ことを望んでおり，
次に「高い立場から市の将来のことを考える」の48.7％（48.8％），「対立する意見や利害を調整する」の37.0％（36.5％），「市役所の
仕事ぶりを監視する」の34.7％（42.6％）と続く。平成２７年に比べて平成３１年では，以前から最も期待が続いてきた「地元のめんどう
をこまめにみる」（平成２３年調査58.3％と平成１９年調査50.7％でも一番期待されている）が，前回の大きな期待からは減少し，「市
役所の仕事ぶりを監視する」（平成２３年調査43.7％。平成１９年調査45.3％）もかなり減少した。

そのような市会議員の役割への市民の期待の有無が投票参加にどのように影響するかを，平成３１年調査の結果で示したのが図１３
である。これに関して有意な相関係数が確認できるのは，利害の調整の役割で0.139（壮年者層0.191，高齢者層0.194，女性0.178，壮
年者層女性0.256，高齢者層女性0.195）であり，高い立場から考える役割で0.156（高齢者層0.171，男性0.177，高齢者層男性0.250）で
ある。括弧内の各カテゴリーでの相関係数を見ると，利害の調整の役割に期待する女性が投票に行く傾向や，高い立場からの役割に
期待する高齢者が投票に行く傾向があるのが注目される。これらの傾向に沿って選挙広報の対象を考える方策が投票率の向上につ

ながるが，いずれの項目においても市民が市会議員に期待できるような議員活動が市民の投票参加を促すだろう。

イ．特に重要
（○印は1つ）

ア．重要

（○印はいくつでも）

111．市役所の仕事ぶりを監視する

222．地元のめんどうをこまめにみる

333．対立する意見や利害を調整する

444．支持団体（地域や団体など）の利益を代表する

555．高い立場から市の将来のことを考える

666．その他（ ）

777．とくに期待するものはない

問4 あなたは市会議員に対して，どのような役割を望まれますか。
ア．次の中から重要だと思われるものを選んでください。（○印はいくつでも）

イ．その中でも特に重要だと思われるものを１つだけ選んで，○印を付けてくだ
さい。（○印は1つ）

（ディスカッション） 役割期待の傾向ごとの多様・流動的な方策
分析結果から投票率の向上のどのような方策が考えられるか？



政治の民主主義と行政の民主主義 （民主政は人々の思いの政治行政への反映）

政治の民主主義： 政権交代に関わる民主政の選挙と市民力（その関与の洗練とは？）

間接代表への関与（選挙）での市民力の洗練 → 政治に託する市民力

その他大勢の市民による政策選択の市民力の洗練
： 政策選択への圧力（政党も含む団体）による政権交代（暴力よりも代表選挙を通じてが洗練）

行政の民主主義： 政策実施に関わる民主政の選挙と市民力（その関与の洗練とは？）

公民協働への関与（市民参加）での市民力の洗練 → 行政に託する市民力

その他大勢の市民による政策評価の市民力の洗練
： 政策選実施への参画による政策実施への影響（積極的市民参加を通じてが洗練、ソーシャルキャピタル）

人々の民主主義： 政策形成に関わる民主政の「投票」と市民力（その関与の洗練とは？）

直接投票への関与（住民投票、国民投票、リコール）での市民力の洗練 → 人々に託する市民力

その他大勢の市民による政策判断の市民力の洗練
： 政策決定への直接の投票行動による政策判断への影響（直接民主制を通じての洗練）

「選挙（投票参加）に何を期待する（求める）のか」

＊ 誰が何を期待するのかについての一つの見方

・ 政治（議会）が期待する権力の正統性の確保

・ 行政（執行府）が期待する政策実施への了解の基盤

・ 人々が期待する自由・民主主義の政治意識（政治行政への考え方、感じ方、行動の仕方）の発露（表現）

（ディスカッション）
それぞれでの市民力の洗練とそのための

制度化の可能性はどこにあるのか？

ヒント：直接・間接の併用と政策の視点

民主政での人々の関与の規模
その他大勢（第二回で少し説明）



参考 アメリカの慣習的政治参加（選挙登録、住民投票の手続き）

郵便投票

以前のサンフランシスコの選挙の事前登録の例

投票場所

支持政党記載



提案Ｖ：大型ボトルへの
物品課税（肥満対策）
・賛成広告と反対広告

（参考 住民投票への意識のパス解析）
1999年（破線）と2015年（実践）を比較するパス図（若壮年-59歳

高齢者60-）（京都市民政治意識調査データ）

（ディスカッション）
・議員選出選挙と住民投票（イニシアチブ）が併存するような、政治行政への人々の関与
の制度化によって、人々と政治行政の距離感はどのように変わる可能性があるか？

（再確認）直接発案住民投票（イニシアチブ）は、議会を経る
ことなく投票結果によって条例が制定され施策が実施される



参考 政治文化論アプローチ

・脱物資主義価値観とエリー
ト対抗型政治政治参加
・ソーシャルキャピタルと市
民的積極参加
・混合型市民文化（シビック
カルチャー）

システムレベルの結果のところを確認して、

今日の状況を検討してみる。４は異なるが、
１、２、３は言えるかもしれない。

加えて、今日ではシステムレベルの変化で
の「情報革命」への視点が重要だろう。

人々の意識（考え方、感じ方、行動の仕方）と民主主義の洗練

（ディスカッション）
今日では、以前よりエリートに挑戦
する政治意識は少ないのか？

（脱物質主義的価値観：生存欲求より自己実現欲求を優先）



市民的積極参加と政治参加（社会関係資本） ロバート・パットナム、河田潤一訳『哲学する民主主義ー伝

統と改革の市民的構造』（Making Democracy Work: Civic Traditions in Modern Italy）、NTT出版、2001年

社会関係資本の基盤： 信頼、互酬性



 政治文化と 政治意識
・民主主義の市民文化（アーモンドの市民文化論：混合型市民文化）
・政治システムと民主主義（イーストンの政治システム論）

 多様な民主主義（民主主義の収束と拡散）
・民主主義の収束と拡散
・ダールのポリアーキー論（権力の正統性と信頼）

 民主主義と政治意識の洗練
・選挙（参加）民主主義の弱体化（選挙参加の投票率の低下）
・投票（評価）民主主義の多様化（評価投票の関与率の向上）
・多様な民主制度の制度化（村山の公共システム論）

評価民主政の制度デザイン（参加より了解）

民主主義の洗練へのアプローチ



選挙は政治システムのフィードバック（国家・市民関係での一般大衆の政治への関与）

一般的な感覚： 投票率の低下は民主主義にとってなんとなくよくない気がするのはなぜ？

人々からの支持や要求がうまく入力
されなければ、民主政のシステムが
うまく機能しないかもしれない

民主主義のもともとの意味は「人民による統治」である。具体的には、民主主義とは、「候
補者らが選挙によって、獲得した主導権のもとで政治的決定を行うことを可能にする制度
的な取り決め」と定義できる（シュンペーター、エリート民主主義の定義であるが、民主主
義と非民主主義を分ける境界線を競合的な選挙の有無で明確にする利点がある）

政府の権力はある程度強くなければ
効果的な統治ができないし、強すぎ
ると市民による政府のコントロール
ができなくなる（マジソン・ジレンマ）

民主化は全体主義（権威主義）体制から民主主義体制への移行（ハンティントンの第三の波）
全体主義体制の主な要素：一元的支配、公式なイデオロギーの存在、積極的動員（リンス）



代議制民主主義の選挙の投票率が低下するのは何故か。

近代化（産業化、国民国家の成立、官僚組織の出現） 民主主義の基盤の強化（人々の民主的態度の収束）
近代化（脱近代化）へと向かう地域では、国家・市民関係において、市民の価値観が収束する

グローバル化（経済的、政治的に一つと見なす状況） 民主主義の基盤の弱体化（人々の民主的態度の拡散）
グローバル化は市民の国家への支持が弱まり、国家の伝統的役割を減らし、市民の国家観が拡散する

国家の枠内で民主主義の文化の発展を自明としてきたが、２１世紀には受け入れられなくなっているのか
国家に対する市民自らの「傾倒」の弱体化をもたらしている 選挙の投票率の低下

弱体化の理由2つ：超国家的レベルへの視座、下位国家的レベルへの視座

Ｉ． 国家に対する一般大衆の「傾倒」の構成要素（近代化による民主政の発展への収束として想定していたもの）

・国民としての一体感、 ・政府への信頼、 ・政策（生活）への満足

ＩＩ． 近代化と政治への支持の減退傾向に見る近代化による民主化モデルのへの収束へと向かわないことへの説明

１．脱物資主義価値観の説明、 ２．認知動員の説明、 ３．社会関係資本の説明、 ４．権威への指向性の説明

ＩＩＩ．投票率低下の不都合をどのように回避できるのか。

公共領域に対する市民自らの「傾倒」の強化への拡散方策（評価投票の関与率の向上）での一般大衆の「傾倒」の構成要素

・多様な選挙の機能（選挙の機能）からの投票参加、投票方向

・多様な政治信頼（政治疎外）からの投票参加、投票方向

・多様な政策期待（行政サービス期待）からの投票参加、投票方向

民主政は各国の民主主義のあり方（民主主義が近代化で収束かグローバル化で拡散か）



民主主義、政策、政治意識を考えるポイント

１．民主的な参加の権利が広く認められた制度（包括性）の下

で、今日の政治行政への人々の関与のあり方（意識や行動）

が感情に左右される傾向に向かっているなら、反多元的なポ

ピュリズムが民主的な競争の自由（開放性）を奪う危険があり、

民主的な政治発展に逆行して、よくないだろう。

２．民主主義の制度とシステム（機能）の発展にとって、「人々

が政治行政に感情的（好き・嫌い、印象）に期待するより、認

知的（知・不知、判断）に期待するほうがよい」とするなら、民

主主義の参加制度と自由主義の政治意識のコラボレーション

が実現するような、民主的な参加が動員におわらない制度化

とそこでの人々の意識と行動が望まれる。

３．そのような制度構築の具体策として、次のものがありうる。

・ 候補者を選ぶ選挙とともに政策の争点への投票を重視す

る（選挙公報・広報のあり方の検討、選挙運動規制の検討）

・ 住民投票、国民投票、リコールの制度の併用について検

討する。（慣習的政治参加と非慣習的政治関与のバランス）

【捉え方：政策と選挙のサイクルの上に政治を介する民主主

義の制度と政策文化システムおよび人々の政治意識（なかで

も選挙意識の構造における選挙機能への見方に注目）があ

る】

公
的

異
議

申
し

立
て

（
競

争
自

由
の

開
放

性
）

Ｒ ・ダールの政治発展の「理念的な」モデル

参加（参加権利の包括性）

① 閉鎖的抑圧体制

② 競争的寡頭体制

③ 包括的抑圧体制

比較的民主化された ポリアーキー
への民主化の程度

① ③

② ④

④

ダールの「理念的」な政治発展およびアーモンド

の市民文化への収束とイングルハートやパット
ナムの拡散



Ａ Ｂ１選挙意義観 Ｂ２選挙機能観 Ｂ３選挙役割観 Ｃ

【 Ｂ選挙意識の構造 】

選挙の機能への京都市民の見方を中心に選挙意識の投票参加行動での位置づけ

公私での疎外意識 選挙での政治的態度

責任選挙観から選挙参加機能観を経て選挙役割重視の意識へのつながりでの指標の数値の大きさが目立つ。そこに集中する京都市民の選挙意識の特
徴は、様々なつながりが多角的に見られるというより、偏りのある多様性に欠ける状況を示している。選挙意識の構造を、選挙意義の意識から選挙機能の
意識を経て選挙役割の意識につながる因果のモデルで捉えると、選挙意識観から選挙機能観への因果では、民主選挙観が原因として大きい（３影響、他
は１影響）。また、年度差はあるが、選挙参加機能観へは３原因から影響し、選挙決定機能観には２原因、選挙集団機能観に１原因、選挙代表機能観に
は選挙意義観を原因とする影響がない状況である。一方、選挙機能観から選挙役割観への因果はすべてに確認できる。しかし、因果の強さには違いがあ
り年度差もあるが、代表機能観から福祉選挙重視観への因果は低く、選挙参加機能観から福祉・経済選挙重視観への因果が比較的強い傾向が見られる。
以上を踏まえて、もし、より多角的な偏りの少ない多様性を求めるなら、権利選挙意義観が選挙参加機能観につながり、民主選挙意義観が選挙代表機能
観につながり、選挙義務意義観や選挙責任意義観から選挙代表機能観もしくは選挙決定機能観へのつながりがあっても良さそうだ。

村山皓「選挙意識への注目―市民によ
る選挙の働きへの見方―」立命館大学
『政策科学』28巻2号、2021年2月

（パス解析）

（選挙意識の現状
と多様性の考察）



日本の選挙での投票率は確実に低下してきている。国政選挙でも地方選挙でも低下傾向が見られ、特に、
地方選挙での投票率の低下は著しい。選挙に意味があり、選挙に働きがあり、選挙が役立つと、人々は思
わないのだろうか。京都市議会議員選挙のときに実施された京都市民の政治意識調査から、選挙にどのよ
うな意義があり、どのような機能があり、どのような役割があると、京都市民が捉えているかを知ることがで
きるのではないかと思った。この調査データを用いた投票行動の分析から、選挙への基底的な意識と言え

る意義と機能と役割について、日本の地方選挙での人々の選挙意識の構造を知ることで、選挙を取り巻く
民主主義を考える一助となればと考えた。選挙への人々の見方がどのようなものであれば民主主義にとっ

て良いのだろうか。これが、この研究の基本疑問である。選挙民主主義でのより良い選挙意識のあり方を
探ろうとする。そこで、選挙意識の構造がどのような状態であることが民主主義にとって望ましいかを考える。
具体的には、選挙意識の構造の三要素として、人々の選挙意義への見方、選挙機能への見方、選挙役割
への見方の状況から、選挙民主主義にとっての選挙意識のあり方を判断する。選挙意義への意識につい
ては４項目に注目し、そのうち義務選挙観は選挙での投票は国民の義務と捉える見方である。責任選挙観
は選挙には必ず行く責任があると捉える見方である。権利選挙観は選挙は義務というより国民の権利であ
ると捉える見方である。民主選挙観は選挙はみんなで決めるという民主主義の精神の表れ捉える見方であ
る。選挙機能への意識についても４項目に注目する。選挙決定機能観は代表選出の実感が得られるとの
見方である。選挙決定機能観は選挙によって重要問題を決定できるとの見方である。選挙集団機能観は
選挙によって社会集団の意見の違いが明らかになるとの見方である。選挙参加機能観は選挙が人々の参
加の実現状況を示すとの見方である。選挙役割への意識については２項目に注目する。福祉選挙観は市
議会議員選挙および府議会議員選挙で福祉政策を重視して投票するとの見方である。経済選挙観は市議
会議員選挙および府議会議員選挙で経済政策を重視して投票するとの見方である。

（前スライドの図の解説）


